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はじめに
　従来の我が国のエネルギー市場は、電力・ガスと
いった業態ごと・地域ごとに市場の垣根が存在し、
各社はその中で垂直一貫の体制で事業を営んでいま
した。しかし、今後、電力・ガス制度改革を通じた
自由化により競争が活性化するとともに、環境適合
への要請や革新的な技術の登場により、新たなビジ
ネスモデルの競争力が高まる可能性も考えられま
す。我が国のエネルギー企業については、国内の市
場における需要の伸びの鈍化や自由化などの事業環
境変化の中にあっても、各種の変化を的確にとらえ、
競争力のある企業として成長していくことで、エネ
ルギーの安全性や安定供給、経済効率性の向上、世
界規模での環境適合への貢献などを実現していくこ
とが期待されます。

　第３章では、自由化等の対応で先行している諸外
国の事例を分析しながら、「市場」・「制度」・「技術」と
いったエネルギー産業を取り巻く環境の変化に、企業
がどのように対応しているかについて紹介します。

1. 事業環境の変化
（1）市場の変化
　エネルギー企業の行動を分析する上では、まず、
市場においてエネルギーの需要がどのように推移し
ているかを踏まえることが必要です。エネルギーの
消費量は、世界全体では増加を続けていますが、欧
米や日本などの先進国に限って見れば、経済成長の
鈍化・停滞などの影響を受けて、先進国における国
内エネルギー需要は減少していることがわかりま
す。他方で、主にアジアを中心とした新興国では大
きな伸びを見せており、国外市場に目を向けると、
旺盛な需要が存在しています。
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【第130-0-1】エネルギー企業を取り巻く構造変化と対応（欧米の先行事例）

出典：資源エネルギー庁作成
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（２）制度の変化
　エネルギー企業は、多くの国において、かつては
規制のもとで、または国に所有されるかたちでビジ
ネスを行ってきました。こうした中で、電力・ガス
の分野においては、欧州を皮切りに自由化の動きが
進展しています。自由化の進展に伴い、新規事業者
の参入が促進されることとなり、価格やサービスの
面で、エネルギー企業の競争環境は一層激化するこ
とになります。
　あわせて近年では、地球規模での気候変動リスク
への対応として、環境適合への要請が高まっていま
す。世界規模で、温室効果ガスの排出抑制に向けて
省エネルギー（以下「省エネ」という。）や再生可能エ
ネルギー（以下「再エネ」という。）に対する規制や支
援制度の導入などが進み、エネルギー企業にとって
は、エネルギー需要の抑制や既存の電源の競争力の
変化などの影響が生じています。

（3）技術の変化
　エネルギーに関する技術も大きく革新をしていま
す。近年では、シェールオイルの採掘技術が確立さ
れたことで、2010年以降、非在来型の燃料の生産
が伸び、原油価格の低下に大きな影響を与えていま
す。また、電気事業の分野では、蓄電技術や系統制
御に係る技術等の革新によって、再エネなどの分散

型電源の本格導入が進んでいます。こうした技術の
革新は、エネルギー企業にとって、事業環境を大き
く変えるものであると同時に、自社の選択肢を拡大
するものでもあります。

２．エネルギー企業の行動の変化
　こうした事業環境の変化の中で、エネルギー企業
が、なお単に既存の事業に留まり続けようとすれば、
多くの場合、売上・収益の低下などを招くこととな
ります。このため、事業環境の変化に合わせて企業
の行動を変えていくことが求められ、例えば欧米企
業の先行事例を見れば、以下の３点のような行動を
見ることができます。

　①国外展開等の事業地域の拡大
　②上流・下流・近接事業領域（電力・ガスの相互

参入等）などの異分野への進出
　③新しい付加価値のあるサービスを創出するため

の、新技術・新ビジネスモデルの発掘・取り込み

　以下、本章では、欧米企業における先行事例につ
いて、どのような事業環境の変化に企業がどう対応
したのかについて、紹介していきます。
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【第130-1-1】エネルギー需要の推移

出典：BP ｢Statistical reiview of world energy 2015｣を基に資源エネルギー庁作成
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第１節
国外電力・ガス産業の動向

1. 欧米における事業環境の変化と
　 企業の対応（総論）

　欧米では、2000年前後から電力・ガスの小売全
面自由化や再エネの導入が進められており、制度の
面で大きな事業環境の変化がありました。
　とりわけ欧州では、欧州委員会が1996年、2003年、
2009年に3段階の欧州電力指令とガス指令（以下「エ
ネルギーパッケージ」という。）を出し、それを受け
た各国は電力・ガス市場の自由化、及び垂直一貫型
企業の分割などを推進しました。また、欧州委員会
は、環境への適合や再エネ導入の拡大を目的として、
2008年及び2014年に、それぞれ2020年、2030年の
温室効果ガス削減・省エネ達成・再エネ導入率の枠
組みを提示し、各国はそれを踏まえた再エネ支援策
等を整備するなど、制度面で事業環境が大きく変化
してきました。
　また米国では、連邦政府と州政府で規制権限が分
かれていることもあり、自由化の進捗や再エネの導
入には州ごとに濃淡があり、制度面では欧州のよう
に一律に議論することは困難ですが、技術面では、
カリフォルニアのスタートアップ企業などを中心
に、再エネ関連技術など、新しい技術とビジネスモ
デルが生まれ、企業の選択肢の幅を拡げるような動
きも出てきています。
　こうした制度面や技術面での事業環境変化に加
え、先進国における経済成長の鈍化等に起因する国
内エネルギー需要の伸びの低下と、反対に新興国に
おける大きな需要の伸びも相まって、欧米のエネル
ギー企業では、新たな需要を求めた国外展開、電力・
ガス分野の相互参入や電源構成の見直しといった従
来事業から異分野への進出、また中長期的に新たな
価値やサービスを創出していくための技術の発掘・
取り込み（ベンチャー投資による次世代エネルギー
技術の発掘や、M&Aを通じた取り込み）などの動き
が見られています。
　2000年前後から自由化が本格化した欧州では、
国内市場での競争が激化する一方で、新たに開かれ
た国外市場でシェアを拡大する機会が増加していま
す。こうした事業環境変化を受け、欧州のエネルギー
企業各社は、企業規模の大小にかかわらず、積極的
に国外展開を行いました。
　中でも、フランスの国営ガス企業であるGDFを

出自として電気事業にも参入したEngieは、地域
密着のサービスを提供するために24のビジネスユ
ニットを編成するなど、EU域外にも積極的に展開
する戦略を打ち出しています。また、スペインの
IberdrolaやイタリアのENELは、国内市場のみでの
成長に限界があることもあり、中南米等をはじめと
したEU域外への積極的な進出を行っています。

　自由化の進展に伴って、同一業界内での競争だけ
でなく、電力・ガス等の相互参入も促進されていま
す。例えば、ドイツの電力会社であるE.ONは同じ
くドイツのガス会社であるRuhrgasを買収すること
でガス事業にも進出し、今ではガスが電力と同程度
の売上を占めるまでに成長しています。また、イギ
リスのガス会社のCentricaは、電力自由化を契機に
電気事業に参入し、国外のエネルギー企業を買収し
つつ、世界規模で電気事業を展開しています。
　エネルギー企業の中では、その電源構成を変えて
きている企業も存在します。スペインのIberdrolaは、
その中でも顕著な例で、固定価格買取制度（以下「FIT」
という。）等の再エネ導入支援策に後押しされて、風
力発電を中心に再エネ電源に大きくシフトをしていま
す。2015年時点で、保有する設備容量に対する再エ
ネの比率は、32%と、欧州主要エネルギー企業の中で
も最大級となっています。対照的に、石炭火力につ
いては、そのほとんどを手放していくとしています。
DONG Energyは、政府が株式の過半を保有するデン
マークの企業ですが、元々は北海の石油・ガス田の
開発を行う企業であったところ、電気事業に進出し、
その後再エネへのシフトを強めながら、現在では洋上
風力発電の世界有数のプレーヤーとなっています。
　再エネの急速な導入が進んだドイツにおいては、
支援策を前提とした再エネに対して、火力が相対的
に競争力を失っており、ドイツの電力会社である
RWEや、前述のE.ONなど、従来火力発電に競争力
を有していた企業は厳しい経営状況となっていま
す。このため、2016年に、両社とも、火力を中心
とした従来型の事業と、再エネやネットワークなど
の事業を切り分け、分社化を行うなどの大きな事業
の転換を図っています。
　このように、事業環境の変化に対して、地域の拡
大や異分野への参入など、各社それぞれの戦略に基
づいた対応をしています。また、欧米の主要企業は、
今後も絶え間なく続くであろう事業環境の変化に備
えて、その対応の選択肢を増やすため、新しい技術
の発掘・取り込みにも力を入れています。
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国内ガス事業者のRuhrgasを買収
→現在はガス事業が売上⾼の約50%
国内ガス事業者のRuhrgasを買収
→現在はガス事業が売上⾼の約50%

•エネルギー事業に集中し、前⾝のコングロ
マリットから引き継いだ化学事業等を売却
(⾮戦略事業の売却)。

•世界最⼤級のガス事業者であるRuhrgasを買
収(2003年)し、その後ノルウェー、ロシア
などでもガス事業を展開。

•売上⾼の約50%をガス事業が占める(2015年)

E.ON（独）

Centrica（英）

Iberdrola(⻄)

欧⽶エネルギー企業買収
→現在は電⼒事業への投資に積極的
欧⽶エネルギー企業買収
→現在は電⼒事業への投資に積極的
• 1999年の電⼒⼩売全⾯⾃由化を機に国内
の電⼒⼩売事業に参⼊。

•北⽶のDirectEnergy、カナダのATCOなど海
外の⼤⼿エネルギー企業を買収。

• ATOCOは設備投資の50%以上を電⼒部⾨に
充てている(2015年)等、電⼒事業も積極的
に展開。

電源構成の組み替え
→現在は再エネが電源構成の32%
電源構成の組み替え
→現在は再エネが電源構成の32%

•イギリスのScottish Power社を買収。再エネ
設備容量が約1.5倍となる。 (2007)

•欧州最⼤(現在は2位)の陸上⾵⼒発電施設
Whitelee Windfarm(322MW、現在は539MW)
を開所(2009)

•仏原発メーカーのArevaと、バルト海での
350MWの洋上⾵⼒事業を締結(2014)

DONG Energy(デンマーク)
⽯油・ガス⽣産から再エネに事業転換
→現在は世界最⼤の洋上⾵⼒発電事業者
⽯油・ガス⽣産から再エネに事業転換
→現在は世界最⼤の洋上⾵⼒発電事業者
•⽯油ガス事業から撤退し、再⽣可能エネル
ギー事業に集中することを発表(2016)

•洋上⾵⾞が1000基を突破(2016)、世界最⼤
の洋上⾵⼒電⼒事業者。

• 2025年までに11‐12GWの洋上⾵⼒発電設備
を導⼊。(2016年時点で3.6GW、世界の
1/4。)
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【第131-1-1】エネルギー企業による事業地域の拡大（2015年）
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機密性○

SKK million ユーロ
Vattenfall EDF Engie RWE E.ON Iberdrola Enel

売上高 253,361 75,006 69,883 46,357 116,218 31,419 75,658

自国売上高 46,918 39,619 25,066 26,284 40,176 14,470

海外売上高比率 81% 47% 64% 43% 65% 54% 61% ※Sales　and Serviceの内訳にて試算

百万円
J-POWER 東京ガス 大阪ガス 東京電力 関西電力

売上高 780,072 1,884,656 1,322,012 6,069,900 3,245,906

海外売上高 155,952 30,111 16,796 103,400 NA

海外売上高比率 20% 2% 1% 2% #VALUE!
↓

http://www.murc-kawasesouba.jp/fx/yearend/index.php?id=2015
円に換算
2015年年間平均：1ユーロ= 135.81 円
2015年年間平均：1SKK= 14.75 円

↓

百万円
Vattenfall EDF Engie RWE E.ON Iberdrola Enel
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貼り付け・億円換算
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海外売上高比率 81% 47% 64% 43% 65% 54% 61% 20% 2% 1% 2% #VALUE!
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出典：Annual Report等を基に資源エネルギー庁作成

【第131-1-2】エネルギー企業の異分野への進出事例

出典：Annual Report等を基に資源エネルギー庁作成
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　企業としての研究開発へ力の入れ方として、売上
高に占める研究開発費の割合などを比較すると、欧
米の企業と日本企業とで大きな差は見られません。
しかし、欧米の企業は、自ら内製するのみならず、
シリコンバレー等のベンチャー企業への投資や、技
術を所有する企業のM&Aなどにより、他社の技術・
サービス・人材を効率的に発掘し、取り込もうとし
ています。近年では、再エネ関連技術、蓄電技術、
分散型電源等の制御技術、ビッグデータ解析など、
新たな付加価値を生み出すビジネスを実現する上で
重要となる技術に投資が集まっています。

2．各国の状況について
(1)欧州全体の動きについて
　欧州では、電力・ガス市場の自由化前は、国営や
独占企業による電気・ガス事業の運営が一般的でし
たが、1990年頃にイギリスを皮切りとして自由化が始
まりました。また、同時期に欧州委員会は「欧州単一
市場」創出を目的とした電力・ガス分野の自由化を狙
い、エネルギーパッケージを3度にわたり発していま
す（1996年「第1次エネルギーパッケージ」、2003年「第
2次エネルギーパッケージ」、2009年「第3次エネルギー
パッケージ」）。当パッケージ内では、発電やガス生
産分野での競争導入、2007年7月までの小売全面自由
化への移行、独占的な垂直事業の分離等が規定され、
各国はこの指令に基づいて国内制度を整備しました。
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【第131-1-3】新サービス創出（技術革新）への動き

出典：各社Annual Report、HP及び、報道等を基に資源エネルギー庁作成

※エネルギー企業からベンチャーキャピタル等への出資額。括弧内
はベンチャーキャピタル等の資金枠に占める割合を示す。

　1€＝120円、1$＝110円で換算。

【第131-2-1】EUにおける再エネの導入量

出典：European Commission
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　また、再エネ導入についても、2009年、欧州委
員会では、EU圏のエネルギー消費量に占める再エ
ネの割合を、2020年に20％以上とする目標を制定
しました。これに加えて2014年には、再エネの割
合を2030年に27％以上とする目標を制定しており、
この目標達成に向けて加盟各国が政策を推進する
こととしています。この欧州指令を背景に、EU各
国においてFIT等の導入促進施策が取り入れられ、
EU28か国内での再エネ導入量は、2004年から2015
年までの約10年間で2倍に増加しています。
　このように、FIT等の導入促進施策により再エネ
の拡大が進む一方で、電気料金に占める再エネの
賦課金の割合が増大し、各国においてその国民負

担が課題となっています。そのため、2014年4月に
欧州委員会はガイドラインを制定し、2017年以降
は、再エネの支援策が原則として競争入札に基づき
決定されることとするなど、各国における再エネ導
入支援策についても、EUのルールと整合的なもの
となることが求められることになりました。また、
2016年11月には、新設される再エネ容量の優先給
電について、一部見直す方針が出されています。
　こうした欧州での環境変化に対して各国のエネル
ギー企業は柔軟に企業行動を変容させ、順応してき
ました。次のセクションでは、こうした動きの経緯
について、各国ごとに、より詳細に見ていきます。
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【第131-2-2】各国の家庭用電気料金

※DK:デンマーク、DE:ドイツ、IT:イタリア、IE:アイルランド、BE:ベルギー、ES:スペイン、PT:ポルトガル、UK:イギリス、EU:EU28か国平均、
AT:オーストリア、CY:キプロス、NL:オランダ、SE:スウェーデン、EL:ギリシャ、LU:ルクセンブルク、LV:ラトビア、FR:フランス、SI:スロベニア、
FI:フィンランド、SK:スロバキア、NO:ノルウェー、PL:ポーランド、HR:クロアチア、RO:ルーマニア、TR:トルコ、CZ:チェコ、MT:マルタ、
LT:リトアニア、EE:エストニア、HU:ハンガリー、BG:ブルガリア 出典：European Commission
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(2)欧州エネルギー企業について
　欧州では自由化の進展による企業の再編が起こっ
たのち、制度面で再エネ導入の推進がはかられ、再
エネに大きく舵をきるイタリアのENELやスペイン
のIberdrola、また、火力発電の相対的な競争力喪失
により足下の業績が落ち込み、火力などの従来事業
や再エネ事業を分社化により切り分けたドイツの
E.ON、RWEのような企業が存在しています。
　総じて言えば、欧州のエネルギー企業は、再エネ

導入等による電力卸価格の低下等を背景に、安定し
た収益を上げることが難しい事業(上流開発・火力)
について非注力化・撤退を図る傾向が見られるとと
もに、規制や制度的支援の残る事業である再エネ、
送配電、小売等に対して注力している傾向が見られ
ます。
　ここからは、それぞれの国ごとに制度変化等に触
れつつ、欧米エネルギー企業の具体的な対応につい
て見ていきます。
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【第131-2-3】欧州の主要な電気・ガス事業者の概要

EDF

Engie

RWE

E.ON

47%

64%

43%

65%

売上高海外
比率（％）

売上規模/
営業利益率（％） 設備容量(%) 発電電力量（％）

電源構成(2015)

1,162億€
（-4.4％）

750億€
（6.0％）

699億€
（-4.4％）

464億€
（0.9％）
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原子力ガス石油 石炭再エネ 水力 (RWEは再エネに水力含む)

7
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2
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23 14 30 148

1724

5

12 34 8

5

1

20 59 15

2634 268

6

戦略

 CAP2030顧客密着型ソリューションの展開
- 電源競争力と低炭素化両立を目指した再エネ開発
- 国際事業の加速（欧州外利益比率：5%→15%)

 3-year strategic transformation plan
- 事業の低炭素化
- 総合顧客ソリューションの展開
- 非コモディティ事業への注力

ENEL 61%
757億€

（9.7％）

 Strategic plan 2017-2019
- デジタル化と顧客フォーカスが戦略の柱
- デジタル化投資：47億€
- デマンドレスポンス、e-home、e-mobility、

mini utilityなど新たな顧客サービス展開
 伝統的ビジネスモデルから脱却を目指し、再エネ、

ネットワーク、小売事業を中心とした新会社Innogy
設立
- 親会社は従来型発電、トレーディングを継続

 伝統的ビジネスモデルから脱却を目指し、再エネ、
ネットワーク、顧客ソリューションに注力
- 従来型発電事業、トレーディング、資源開発はス

ピンオフ

Iber. 54%
314億€

（12.5％）

 Strategic Plan 2016-2020
- 予見性の高い事業に注力しｴﾈﾙｷﾞｰ転換を先導
- 再エネ、ネットワーク、長期契約型発電事業

に注力

電力→

電力→

電力→

電力→

電力→

ガス→

概要

 元はフランスの国営電力会社。
現在も国内の電力事業を垂直一
貫※１で支配。ガス事業も行う。

 原子力発電の比率が高く、原発
輸出も行っている。

 元はフランスの国営ガス会社。
現在も国内ガス事業を垂直一貫
※１で支配。電力事業も行う。

 地域密着の海外展開と低炭素化
を進めている。

 元はイタリアの国営電力会社。
ガス事業も行う。

 南米、東欧を中心に海外展開を
進めており、再エネを増やして
いる。

 ドイツの大手電力会社が合
併して設立。ガス事業も行
う。

 石炭火力の比率が高い。

 ドイツの大手電力会社が合
併して設立。ガス事業も行
う。

 ガス火力の比率が高い。

 スペインの電力会社。ガス事業
も行う。

 海外を中心に再エネを積極的に
増やし、設備容量(水力含む)の
半分以上を占めている。

10

9

※１：EDF、Engieは送配部門の法的分離を行っている。

出典：第1回｢電力・ガス分野から考えるグローバルエネルギーサービス研究会｣ Arthur D Little 資料を一部改編

【第131-2-4】電力・ガス企業の時価総額の推移

出典：各社Annual Reportを基に資源エネルギー庁作成
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　イギリスは、欧州委員会が発した1996年の第1次
エネルギーパッケージに先行して、1990年から段
階的に自由化がはじまり1999年には全面自由化し、
現在でも年間平均スイッチング率が20%と最も競争
が激しい市場といわれています。
　中央発電公社であったCentral Electricity Generating 
Board（CEGB） が 民 営 化 さ れ、Nationl Power、
PowerGen、Nuclear Electricの3つの発電会社と、送
電会社であるNational　Gridに分割されました。
　ガスについてはBritish Gas（ＢＧ）による輸送・配
給・小売まで含めた垂直一貫による国営体制でした。

自由化後、小売事業はCentricaが、ネットワーク（輸
送）事業はBGGroupへ分割され、ガス配給網は、8つ
の地域に分けられました。
　その後、欧州の他国の企業がイギリスの企業を
買収することで、イギリス市場への参入をはかり、
現在ではCentrica（イギリス）、RWE nPower（ド
イツ）、E.ON UK（ドイツ）、EDF Energy（フラン
ス）、Scottish Power（スペイン）、Scottish Hydro, 
Southern Electric（SSE）（イギリス）の｢Big6｣といわ
れる小売事業者による寡占状態となりました。また、
イギリスの特徴として、｢Big6｣ のうち、4社が外資

①イギリス
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【第131-2-5】イギリスにおける電気・ガス事業者の変遷

Centrica

RWE Npower

PowerGen
CEGB

National 
Power

1991年⺠営化 Manweb買収 Thus買収

Innogy

Eastern

1998年原⼦⼒切り出し

EDF Energy

NSHEB
1998年統合

Southern（配電）
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TXU Europe

British EnergyNuclear Electric

Scottish Nuclear

SSEB
Scottish Hydro Electric

E.ON UK

1989年⺠営化

1998年電⼒⼩売に参⼊（後に発電も）

2009年Iberdrolaが買収

2009年EDFが買収1996年再編

1996年発電所買収
1999年TXU Gr.が買収
→2002年破産

2002年E.ONが買収

2002年RWEが買収

2000年International Powerを分割。
→2010年GDFSuez（現Engie）が買収。

BG
1998年

＜スコットランド＞

＜イングランド＆ウェールズ＞

1989年 ⺠営化・分割
（送電はＮＧへ）

1986年 ⺠営化

1998年 ガス⼩売全⾯⾃由化
1999年 電⼒⼩売全⾯⾃由化

(RWE)

(E.ON)

(EDF)

(Iberdrola)

※Scottish Hydro, Southern Ele

National Grid(送,PL)

Lattice(PL)分離

2005年

国内企業の統合や国
外企業の参⼊が進み、
⼩売上位6社のうち、
4社が外資系エネル
ギー企業に。

独

独

仏

⻄

英

英

ctric

電⼒企業

ガス企業

エネルギー企業

※代表的な企業を抜粋しており、電気・ガス事業者を網羅するものではない。
出典：日本エネルギー経済研究所資料等を基に資源エネルギー庁作成

【第131-2-6】イギリスにおける電力・ガスの販売量シェア（2015年実績）

出典：ofgemを基に資源エネルギー庁作成
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(ア) Centrica

　Centricaの事業は、大きく5つに区分され、British 
Gas（イギリス内の下流ビジネス）、Direct Energy(北
米での上流・下流ビジネス)、Bord Gais Energy（ア
イルランド国内での下流ビジネス）、Centrica Energy

（上流事業中心で探鉱・開発等実施）、Centrica Strage
（イギリスでのガス貯蔵所オペレーション）となってい
ます。
　Centricaは、 ガ ス 国 営 企 業 のBGを 出 自 と し、
1998年には輸送部門をLattice（後に、National Grid
と統合）とし分割しています。2000年にはDirect 
Energy（アメリカ）を、2001年にはLuminus（ベル
ギー）を、2004年にはATCO（カナダ）を買収し、そ
れ以降も積極的に国外展開を実施しており、特に北
米を中心に展開している子会社のDirect Energyの
2015年の売上は約106億ポンドと、Centricaの全売
上のうち約4割を占めています。
　ネットワーク部門を所有していないエネルギー企
業のため、前述した国外展開のみならず、エネルギー
事業、家庭への暖房・ガス機器の設置、上下水道の
配管、通信、セキュリティなどの多様な分野への進

出を実施し、収益を確保していると言われています。
近年では、ConnectedHomeを合言葉に、イギリス、
アメリカにおいて、人の生活と住宅・家電等をデジ
タルでつなぐサービスを展開すべく、累積5億ポン
ドの投資を計画しています。

【第131-2-8】Centricaの発電設備容量

出典：Centrica Annual Report and Accounts 2015を基に
資源エネルギー庁作成

系企業であるという点が挙げられます。近年でも、
エネルギーの安定供給や環境への適合のため、外資
系企業の資本力や技術力を有効に利用しています。
イギリス国内では、2020年代に多くの既設発電所
が廃止される予定であることに加え、温室効果ガス
削減等の観点から、現在6サイトで原子力発電の新
設計画が進捗しています。計画が進展しているヒン
クリーポイントCでは、2016年9月にイギリス政府、

EDF、中国広核集団公司（CGN）の3者が最終合意文
書を調印しました。
　特に、積極的に事業ポートフォリオの多様化を
図っているCentricaと、イギリスの送電・輸送部門
の運営を独占しているNational Gridについて、説明
します。第
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【第131-2-7】Centricaの概要

出典：日本エネルギー経済研究所資料を基に資源エネルギー庁作成
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　また、欧州一般に言われているように、Centrica
も再エネ電源の優先給電等の影響を受け、風力発電
の利益は2014年から2015年の2年間で約2倍に増加
しましたが、ガス火力発電所の発電量は10TWhか
ら6.3TWhと4割抑制され、発電単価に占める固定
費用が相対的に高まり、発電単価は9ユーロ/MWh
から12.4ユーロ/MWhと3割上昇し、火力電源の赤
字は継続しています。こういった事業環境の変化を
受け、2017年2月に、再エネにかかわらず、イノベー
ションやテクノロジーを、企業を越えて発掘すると
いう理念の下、Centrica Innovation(CI)を設立しま
した。CIの目標は①鍵となる技術の集積地での人
材獲得（シアトル、ヒューストン、ロンドン、ケン
ブリッジ、テル・アヴィヴ）、②ベンチャー企業へ
の投資を通じて更なる投資を呼ぶ、③社内外のイノ
ベーションを育て、成長させる、④Centrica全体に
イノベーション文化を根付かせる、としており、今
後の活動が着目されています。

(イ)National Grid
　National Gridは1989年のCEGB民営化により誕生
したネットワーク部門専業の事業者で、イギリス内
の運用を一手に引き受けており、自国事業の安定的
収益をベースとし、事業拡大のために国外展開を志
向してきました。例えば、2000年、ニューイング
ランドで2番目の電力会社で130万人の顧客を持つ
New England Electric Systemを、ボストンを中心に
30万人に送配電サービスを手がけるEastern Utilities 
Associatesを取得しています。さらに2002年には、
ニューヨークを中心に展開し全米で9番目の送電会

社のNiagara Mohawkを取得しました。その結果、
現在では、保有資産の割合の35%がアメリカと、国
外比率が高い企業となっています。
　National Gridが、イギリス国内で安定的なキャッ
シュフローを実現しているにもかかわらず、積極的
に国外展開を行う背景として、株主への高い配当等
を確保しようという企業の方針があると言われてい
ます。その為、National Gridは既存事業領域の安定
収益のみに安住せず、積極的に事業ポートフォリオ
の組み替えを行っています。例えば、2016年8月に
National Gridの子会社であるナショナル・グリッド・
トランスコ（NGT）は、（2015年収入が10億5,200万ポ
ンドであった）イギリス内のガス供給網の半分を総額
58億ポンドで売却しました。（イギリス北部の供給網
は、中国のインフラ事業会社である長江基建（チョン
コン・インフラストラクチャー）を中心とする企業連
合が14億ポンドで、ウェールズとイギリス西部はオー
ストラリアマクウォーリー銀行グループ系の企業連
合が12億ポンドで、イギリス南部とスコットランド
はスコティッシュ・アンド・サザン・エナジーなど
で構成する企業連合が32億ポンドで買収）
　一方で、大型の投資案件も計画・実行しています。
2015年実績で、イギリスの電気送電網に約11億ポ
ンド、ガス輸送網に約2億ポンド、ガス配給網に約
5億ポンド、アメリカの規制部門に約19億ポンド投
資しており、さらに株主価値を高めるため、今後5 
年間で、7～9億ポンド/年の設備投資を予定してい
ます。直近では、オーストラリアのビクトリア州と
タスマニアを結ぶ60万kW連系線プロジェクトへの
参入も表明しています。
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【第131-2-9】National Gridの概要

出典：日本エネルギー経済研究所資料を基に資源エネルギー庁作成
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　また、イギリスとフランスの海峡に全長約240km
に及ぶ海底送電線を敷設する国家間プロジェクト

（2021年運転予定）にも参画しており、国内のエネ
ルギーセキュリティを高める事業も積極的に展開し
ています。

【第131-2-10】National Gridの保有資産

出典：日本エネルギー経済研究所資料

②フランス
　フランスでは、1946年の「電気・ガス事業国有化
法」によって国内の電気・ガス事業の国有化が行わ
れ、電気事業についてはEDF、ガス事業については
GDFという国営企業が、各事業を垂直一貫で担う体
制となりました。長らく続いた国営企業の独占体制
でしたが、1996年の欧州委員会の｢第1次エネルギー
パッケージ｣ を受けて、自由化に舵を切ることとな
り、1999年には電力の小売自由化が、2000年には
ガスの小売自由化が開始され、2004年には「EDF・
GDF株式会社法」によってEDFとGDFの株式公開が
行われ、2007年には電力・ガスの小売全面自由化
が完了しました。

　自由化の過程において、送電部門・輸送部門と配
電部門･配給部門の法的分離も行われましたが、電
気事業についてはEDFの子会社であるRTEが送電部
門、Enedisが配電部門を支配しており、ガス事業に
ついてはEngie（旧GDF Suez）の子会社であるGRT 
Gazが輸送部門、GRDFが配給部門を支配しており、
電気・ガス事業の自由化以降も、元国営企業の支配
的な構造は変化していません。EDFとEngieは各々
の事業に加えて電気・ガス事業に相互に参入するこ
とで、両者がフランスにおける２大エネルギー企業
となっています。
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【第131-2-11】National Gridの投資計画

出典：日本エネルギー経済研究所資料
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(ア) EDF
　EDFは元フランス国営の電気事業者であり、2015
年末時点においても政府が約85%の株式を所有して
います。EDFは世界の原子力発電設備の約18%を所
有する世界最大の原子力発電事業者であり、発電
電力量の78%を原子力発電による電力が占めていま
す。この背景として、第一次石油危機以降、輸入石
油への依存を軽減させることを目的として、政府が
原子力の開発に傾注してきたことが挙げられます。
　EDFの戦略は、盤石なフランス国内事業を後ろ盾
に、事業の多角化と、原子力発電輸出を含む国外進
出を行うことにあります。1990年代には欧州域内の
みならず、南米、中国などへの広域的な事業展開を
開始しました。2000年代後半には全方位展開の戦略
に批判を受け、南米、アジアの一部事業を残しなが
らも、電気・ガス事業の自由化や市場の統一が進み
つつある欧州への事業の集中を行いました。それと
同時に、イタリアのガス事業者であるEdison社の買
収や、イタリアENELのガスパイプライン事業への

参画など、ガス事業の強化も行いました。2009年に
はイギリスのBritish Energyを買収することによりイ
ギリスに本格参入し、現在ではイギリスの6大エネル
ギー企業である ｢Big6｣ の一つとなっています。欧州
域内で電気・ガス事業を強化する一方で、同時期に
原子力発電についても国外事業展開を行いました。
中国では、台山核電合有限公司という合弁会社を設
立して原子力発電所の新設計画を進め、アメリカで
はCENG(Constellation Energy Nuclear Group)という
合弁会社を設立して米国の原子力発電所の運営を行
いました（2013年に撤退を決定し、2016～2022年の
間に当該合弁会社の株式の売却を予定。）。
　2015年に発表した ｢CAP2030｣ という経営戦略の
中で、低炭素成長のチャンピオンになることを宣言
しており、従来から積極的に展開してきた原子力発
電に加えて、再エネにも注力するとともに、2030
年までに国外事業を2015年の3倍に増やす方針を打
ち出しています。
　原子力発電についてはフランス国内で1基、中国
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【第131-2-12】フランスにおける電気・ガス事業者の変遷

※代表的な企業を抜粋しており、電気・ガス事業者を網羅するものではない。
出典：日本エネルギー経済研究所資料等を基に資源エネルギー庁作成

【第131-2-13】EDFの概要

出典：日本エネルギー経済研究所資料を基に資源エネルギー庁作成
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で2基、イギリスで2基の新設計画を進めています。
2015年に成立した ｢エネルギー移行法｣ において、
国内の原子力発電比率を約75%から2025年に50%と
することが規定されましたが、電力需要全体を底上
げすることで相対的に原発比率を減らす方針であ
り、EDFは国内原子力発電所の運転期間延長や国外
展開を通じて、今後も原子力発電事業を推し進めて
いく考えです。

　再エネについては、設備容量を2014年の28GWか
ら2030年には50GWにすることを目標としています。
近年は欧州域外において再エネ関連の展開を活発化
しており、2014年にはブラジルにEDF EN do Brazil
を、2015年にはチリにEDF EN chileを立ち上げ、水
力・太陽光・風力などを積極的に推進しています。
　国外事業の観点では、既に25か国に事業を展開
しています。2014年にはハンガリーのガス子会社
やオーストリアのエネルギー子会社を売却した一方
で、前述の通り南米をはじめとした需要が見込める
地域に再エネ投資を行うなど、ポートフォリオを変
更しながら、国内の支配的地位に安住することなく、
国外展開を積極的に行っています。

(イ) Engie
　フランス国営のガス事業者であったGDFは、
2008年に国際的に電力、ガス、水道事業を展開し

ていたエネルギー企業であるSuezと合併してGDF 
Suezとなり、2015年に名称変更が行われEngieとな
りました。2015年末時点においても政府がEngieの
株式の約33%を所有しています。出自であるガス事
業のみならず、電気事業も行うエネルギー企業であ
り、2010年以降は特に再エネを中心とした国外展
開に注力しており、2016年現在、70か国以上に進
出しています。
　EngieもEDF同様に、支配的な国内事業を基盤と
して国外への展開を行ってきました。大きな転機と
なった出来事の一つが、2008年に行われたSuezとの
合併でした。イタリアの電気事業者であるENELに
よるSuezの敵対的買収に対し、フランス政府が対抗
策として行った合併とされていますが、これにより、
GDFはSuezが支配的に行っていたベルギーの電気・
ガス事業を獲得することとなりました。また、2011
年には、欧州外の新興国において勢力を拡大してい
たイギリスの独立系発電事業者であるInternational 
Powerを買収することによって、所有設備容量を倍
増させるとともに、中東・アジア・オーストラリア・
北米市場への参入の足がかりとしました。
　このように、ガス事業のみならず電気事業にも力
を入れてきたEngieですが、特に2016年以降はエネ
ルギー事業環境の変化に対応するグローバルリー
ダーとなることを戦略として掲げています。Engie
は、エネルギー産業の潮流として、電源の分散化、
低炭素化、デジタル化、効率化という４つを挙げ、
これに対応するため、変革の象徴として社名をGDF 
SuezからEngieに変更するとともに、2016年には大
規模な事業再編を行いました。この事業再編におい
て、従来の欧州エネルギー、国際エネルギーなどの
大きな事業分野を細分化し、24のビジネスユニッ
トを設けることで顧客密着のサービスを提供する体
制を整えました。中でも欧州域外に10の地域ユニッ
トを設けており、アフリカ、北米、アジア太平洋、
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【第131-2-15】Engieの概要

出典：日本エネルギー経済研究所資料を基に資源エネルギー庁作成

【第131-2-14】EDFの電源構成

出典：日本エネルギー経済研究所資料
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ラテンアメリカなどそれぞれの事業地域に密着した
体制となっています。

　また、事業転換の数値目標については、①2018年
までに低炭素な事業(ここでは、ガス火力、再エネ、
原子力等の低炭素電源による発電及びガス事業等を
指す。)によるEBITDA(営業利益と減価償却費の和。
国によって異なる税率、減価償却費等の影響を抑え、
国際的な企業の収益力比較に用いられる指標。)の割
合を80%以上とすること、②顧客ソリューション事
業のEBITDAを2018年までに50%増加させること、
③コモディティ価格変動の影響を受けない規制事業
等のEBITDAを2018年までに85%以上とすること、
の３つを掲げています。特に、低炭素化を進める動
きとして、石炭火力からの撤退を進めており、欧州
のみならず米国やインドでも石炭火力からの撤退を
発表しています。その一方で2016年にはフランスの
風力発電事業者であるMAIA EOLISを買収し、設備
容量においてフランス最大の風力発電事業者となっ
ています。このように、ガス事業者としての出自を
活かしたガス火力発電は残しつつ、再エネに積極的
に投資することで、低炭素化を進めています。
　Engieの特徴として、デジタル化をはじめとする
イノベーション関連への積極的な投資も挙げられま
す。多くの欧州エネルギー企業がベンチャーキャピ
タル等を通してデジタル技術等のベンチャー企業
への投資を行っていますが、Engieはグループで所
有するベンチャーキャピタルファンドであるEngie 
New Venturesにおいて、約138億円の投資枠を設け
ています。EDFが同様にベンチャー出資に充ててい
る約36億円と比較すると、Engieがイノベーション
を重要視する姿勢が見てとれます。

③ドイツ
　ドイツの電気・ガス事業は、従来、市場を地理的
に分け合い、それぞれの地域で独占的な企業が電

力・ガス産業を担っていました。自由化前は、「Big8」
と呼ばれる地域独占の8社が、電気事業において支
配的役割を果たしていました。1996年の欧州委員
会の ｢第1次エネルギーパッケージ｣ を受けて、1998
年に電力・ガスの小売全面自由化が行われると、電
力・ガスの相互参入と統合が進み、2000年代後半
には ｢Big4｣ と呼ばれる４大エネルギー企業（E.ON、
RWE、Vattenfall、EnBW）に集約されました。
　自由化後におけるドイツの電気事業の特徴として、
欧米諸国と比べて電気料金が高く、特に託送料金が
高かったことが挙げられます。当時、｢Big4｣はネット
ワーク部門を有する垂直一貫体制を取っており、独
占性の強い送電事業の利益を原資として、発電・小
売分野において競争排他的な価格設定(不当廉売)を
行うことで、新規参入者を締め出す動きがあったと、
連邦カルテル庁は指摘しています。このような不当
に高い託送料金の設定を防ぐため、2005年には独立
規制機関である ｢連邦規制ネットワーク庁(BNetzA)｣
を設置して託送料金を同庁の規制下に置き、2009年
からは効率化のインセンティブを働かせるために送
配電料金に対するレベニューキャップ規制を設けま
した。2010年以降には、公平な競争環境を醸成する
ためにネットワーク部門の分離を求める欧州委員会
の圧力等を理由に、ネットワーク部門を分離する動
きが加速しました。その結果、送電部門においては
EnBWを除いて所有権分離を行っています。
　ドイツ国内で支配的な地位を確立した｢Big4｣です
が、総じて火力発電の比率が高く、近年はドイツ国
内の電気事業の環境変化によって戦略の変更を迫
られています。ドイツ政府はエネルギー転換政策
(Energiewende)を掲げており、2022年までの原子力
発電所の全廃を決定すると同時に、2050年までの温
室効果ガス排出量、電力消費量の削減目標や再エネ
比率の目標などの長期戦略を定めています。2016年
からは、褐炭火力発電所の発電シェアを下げるため
の容量リザーブ制度(Capacity Reserve)が開始され、
褐炭火力発電所は一定期間予備力として待機したの
ち、順次閉鎖されることとなりました（実際の入札
は2018/19年分より開始予定）。また、FITを通じて、
限界費用が低く、優先給電ルールの下では抑制され
にくい再エネの導入が拡大したことにより、火力電
源の設備利用率が低下し、火力発電設備を多く持つ
企業の収益低下につながっています。こうした国内
の環境変化を受けて、E.ON、RWE、Vattenfallは大
きな戦略の変更を行いました。以下ではこれら３社
の戦略についてそれぞれ説明します。

【第131-2-16】Engieの電源構成

出典：Annual Reportを基に資源エネルギー庁作成
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【第131-2-17】ドイツにおける電気・ガス事業者の変遷

※代表的な企業を抜粋しており、電気・ガス事業者を網羅するものではない。
出典：日本エネルギー経済研究所資料等を基に資源エネルギー庁作成

【第131-2-18】ドイツにおける各種目標

出典：BMWi情報を基に資源エネルギー庁作成

【第131-2-19】ドイツにおける再エネの導入量推移

出典：BMWi
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(ア) ＲＷＥ
　RWEは石炭が豊富なルール地方の発電・小売事
業者として設立されました。地方自治体と強い結び
つきを持ち、この地方の石炭資源を基盤に発展して
きたため、現在も石炭火力発電の比率が高いことが
特徴です。1988年にTexaco(ガス事業者)、1996年に
Thyssengas(ガス事業者)を買収し、ガス事業にも本
格的に参入しました。1997年には通信事業、2000
年代には水道事業にも事業領域を広げ、いわゆるマ
ルチユーティリティ企業を指向しましたが、シナ
ジー効果は現れず撤退し、エネルギー事業に集中す
る方針に回帰しています。事業展開は欧州を中心に
行っており、2002年にInnogyを買収して参入した
イギリスにおいては ｢Big6｣ の一つとなっています。
2010年以降、再エネ事業に注力する方針を打ち出
しながらも、従来型の発電事業の不振による資金的
な制約により、新規の投資が難しい状況が続きまし
た。こうした状況を打開するため、2016年には再
エネやネットワーク部門などの、現在の事業環境下
において収益性が高い、あるいは成長が見込める分
野を分離し、Innogyという名称で子会社化しまし
た。これにより、Innogyに対して市場からの投資を
集め、積極的に再エネ事業等を進めて行くことで、
従来型事業である火力発電や原子力発電を引き続き
担うRWE本体にも利益を還元することを目指して
います。なお、従来型電源についても、再エネの導
入における調整力として、その拡大を補助する重要
な役割をもつ存在として位置付け、柔軟に活用して
いく方針です。

(イ)E.ON
　E.ONは2000年にドイツのコングロマリットであ
るVEBAとVIAGを前身として設立されたため、設

立当初はエネルギー以外にも通信や化学事業など附
帯的な業務を行っていました。2000年代には、エ
ネルギー事業以外の分野を売却することによって
得た資金を用いて、欧州において積極的なM&A
を行い規模を拡大しました。例えば2001年には
Powergen(イギリス)の買収によりイギリスや北米
市場へ進出し、同年Sydkraft(スウェーデン)を買収
して北欧に進出しました。2003年にはドイツのガ
ス部門の支配的事業者であったRuhrgasを買収した
ことによりガス事業にも本格参入し、E.ONは巨大
エネルギー企業となりました。2016年時点におい
て、ガス事業の売上高と電気事業の売上高は同程度
となっています。
　自由化後、2010年頃まではM&Aを活発に行って
いましたが、E.ONはガス火力発電の比率が高いた
め、再エネの拡大に伴って収益が低下し、2011年
の赤字を受けて資産の入れ替えを加速しています。
2014年にはRWE同様に、従来型事業と再エネやネッ
トワーク事業などの収益性の高い事業の分割を発表
し、2016年に子会社のUniperを設立しました。事
業分割の構図はRWEとは反対に、E.ON本体に再エ
ネやネットワーク部門を残し、従来型事業の火力発
電や原子力発電を子会社のUniperに分割する形とし
ています。この分割に関する経営戦略として、E.ON
は２つのエネルギー世界への対応を掲げています。
一方を｢顧客が中心となる世界｣と定義し、需要家の
電源に対しての興味を踏まえ、持続可能性や電源の
分散化、再エネなどに重点を置き、E.ON本体が対
応する分野です。そして、もう一方を ｢設備を中心
とした世界｣ と定義し、欧州市場が統一され、再エ
ネが拡大していく中で、従来型電源が供給信頼性の
確保に必要であると位置付け、Uniperが対応する分
野です。
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【第131-2-20】RWEの概要

出典：日本エネルギー経済研究所資料を基に資源エネルギー庁作成
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(ウ)Vattenfall
　Vattenfallはスウェーデンの国営電力会社であり、
ドイツの3つの電気事業者との資本提携と買収をす
ることによってドイツに進出しました。ドイツ以外
にはイギリス、デンマーク、スウェーデン、オラン
ダを中心に事業展開しており、欧州域外での事業は
行っていません。RWE、E.ONと同様に電源構成に
占める火力発電の割合が高いVattenfallも、現在の
ドイツにおける再エネの導入拡大によって収益が悪
化しており、事業の転換を図っています。
　2016年には ｢持続可能性｣ をキーコンセプトとし
た新たな経営戦略を発表し、その中で、石炭・褐炭
火力発電を非戦略的事業として位置付け、これらの
発電所を閉鎖するかバイオマス発電で置き換えると

いう方向性を示しています。この方針を裏付けるよ
うに、同年中に、ドイツの褐炭発電事業と採掘事業
の売却を行いました。Vattenfallは、褐炭・石炭発
電からの脱却を図る一方で、風力発電を中心とした
再エネへの注力も戦略の柱としています。同年６月
には、デンマーク最大の洋上風力発電施設の建設に
着手したことも発表しました。2020年までに合計
で4GWの風力発電設備を導入することを目標とし
ています。
　このような、FIT等を通じた再エネの急激な拡大
と、それに伴う従来型電源の収益性の低下は、ドイ
ツのみならず欧州域内における事業環境変化の潮流
となっており、その対応によってエネルギー企業の
足下の経営を左右するという状況が生じています。

本体
・再エネ
・配電
・⼩売
・原⼦⼒
(ドイツのみ)

Uniper
・⽕⼒
・⽔⼒
・トレーディング
・原⼦⼒
(国外)

E.ON(独)

切り離し

本体
・原⼦⼒
・⽕⼒
・⽔⼒
・トレーディング

Innogy
・再エネ
・配電
・⼩売

RWE(独)

切り離し

【第131-2-22】E.ONとRWEの事業分割

出典：各社HP等を基に資源エネルギー庁作成
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【第131-2-21】E.ON概要

出典：日本エネルギー経済研究所資料を基に資源エネルギー庁作成

【第131-2-23】Vattenfallの概要

出典：Vattenfall HPを基に資源エネルギー庁作成
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　ドイツにおいては、「シュタットベルケ」と呼ばれる電力・ガスを含む地域事業者が重要な位置を占めてい
ます。シュタットベルケとは、19世紀後半以降、水道、交通、ガス供給、電気事業(発電・配電・小売)など、
ドイツ国内のインフラ整備・運営を行うために発達してきた、自治体出資による事業者です。
※シュタットベルケの数は、ドイツ全体で約1,400に上り、電気事業を手がけるシュタットベルケは900
を超える。
　2000年前後のドイツの電力・ガス自由化後も、大手電力・ガスが再編する中、地域密着のサービス提供
と一定以上のコスト力により、大手に負けない競争力を維持し、地域顧客を獲得してきました。

ドイツにおける地域事業者（シュタットベルケ）について
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【第131-2-24】Vattenfallの電源構成(発電電力量)と褐炭火力発電売却による変化

出典：Vattenfall　HP

取組内容

業種 売上⾼
（億円）

従業員数
（⼈）

電⼒ 約500 約450
ガス 約256 約240
熱 約39 約69
合計 約795 約759

シュタットベルケ全体の経済規模（共同組織加盟企業合計）

2013年時点。単位：ユーロ

※ 電⼒のうち、電⼒⼩売売上は２兆円程度で
あり、これはドイツ⼩売市場全体（10兆円
超）の20％のシェア

①地域資源の活⽤
・地域の⽔⼒発電所やバイオマス発電所などの運営
・廃棄物処理炉やコジェネレーションから発⽣する
熱の利⽤など

②地域雇⽤の創出
・直接雇⽤、間接雇⽤、誘発雇⽤など雇⽤の創出

③地域に密着したサービス例
・住居内の電気配線であっても、技術者を派遣。
・停電によって冷凍庫内の⾷品が損傷を受けた場合
には損失額の補填を訴求

【第131-2-25】シュタットベルケの特徴

出典：総合資源エネルギー調査会 電気・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会（第1回）資料
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④スペイン
○Iberdrola
　Iberdrolaは1992年 にIberdueroとHidroeléctrica 
Española(ともに電気事業者)の合併によって設立
されました。1990年代には、言語のつながりを活
かしてブラジルやメキシコへの国外展開を開始し、
2000年代になると、国内事業の不振により国外を
事業の中心とする方針転換を行い、一層の国外展開
を進めてきました。国内事業が不振となった理由と
して、スペイン国内で規制料金と自由料金を需要家
が選択できる仕組みとなっており、政府が規制料金
の大幅な値上げを認めないため、エネルギー企業が
採算の取れる金額での小売り販売が出来なかったこ
とが挙げられます。
　また、再エネをめぐる動きに対しても、機動的に
対応している姿が見られます。スペインでは、1997
年に改正された ｢電気事業法｣ に基づき1998年には
固定価格買取価格の算出方法を規定するとともに、
1999年には ｢再エネ促進計画｣ によって2010年まで
の風力発電設備の導入目標を閣議決定するなど、国
内において再エネ導入の機運が高まっていました。
また、スペインのみならず再エネの導入支援策は多
くの国で導入が始まっており、例えばアメリカにお
いても、1990年代に連邦政府による税控除や、州
ごとのRPS制度(Renewable Portfolio Standard:電力
会社に一定割合の再生可能エネルギーの活用を義務
づける制度)の導入が進むなど、国外においても再
エネ発電による事業を行うインセンティブが高まり
を見せました。
　こうした事業環境を背景に、2001年には先述の
国外展開戦略とともに、再エネ需要の高まりに対
応していく方針を打ち出しました。国内でも風力
発電所をはじめとした再エネの導入を進め、2005
年には当時スペイン最大の風力発電所を開設しま
した。2007年にはイギリスの大手電気事業者であ

るScottish Powerを、2008年にはアメリカのEnergy 
Eastを買収することで、本格的に米国、イギリスへ
の進出を行いました。リーマン・ショック以降は、
引き続き再エネ投資を拡大するとともに、安定的に
投資回収が見込める送配電の規制事業への注力も掲
げ、2011年にはブラジルの配電会社であるElektro
を買収しています。
　スペイン本国では、2007年にFITの太陽光発電の
買取価格を2倍に引き上げた結果、太陽光発電の導
入量が急激に拡大し、それに伴って賦課金が急増し
たため、2012年にはFITを中止し、2016年には再エ
ネの買取コストを抑制するため入札制度を導入しま
した。しかし、国外での積極的な事業展開の結果、
2015年において、Iberdrolaの所有する設備容量は、
約14.8GWであり、再エネの割合は32%と、欧州主
要エネルギー企業の中で最も高くなっています。
　2016年から2020年までの事業計画によると、88%
は規制市場に投資する予定です。再エネには95億
ユーロを投資する計画であり、その内訳はアメリ
カが40%、イギリスが45%です。また、2015年か
ら2020年に向けて再エネやCCGT(Combined Cycle 
Gas Turbine)を6,900万kW増やす予定である一方で、
石炭火力発電は、保有する電力容量全体に対して1％
ほどを残して縮小していく予定としています。
　このように、IberdrolaはE.ON、Engie、EDFなど
の欧州大手事業者と比して規模の小さい事業者です
が、その小ささを活かして機動的に事業環境の変化
に合わせた方針転換を行うことにより、安定した成
長を実現しています。
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【第131-2-26】Iberdrolaの概要

出典：日本エネルギー経済研究所資料を基に資源エネルギー庁作成



第１節　海外電力・ガス産業の動向

97

⑤イタリア
○ENEL
　ENELは1962年にイタリアの電気事業者のほぼ全
てを統合する形で、国営企業として設立されました。
その後、1999年にベルサーニ政令により民営化さ
れましたが、2016年3月末時点においても、政府は
約24%の株式を所有しています。また、同政令で、
同社の市場シェアにおける上限（2003年に50%）が設
けられることとなりました。国内電気事業における
シェア上限を設けられたENELは、2000年代初頭に
はマルチユーティリティ戦略による多角化を行いま
した。水道、通信、不動産事業に参入という戦略
は、本来事業であるエネルギー事業とのシナジーが
現れず、2000年代半ばには各事業からの撤退、エ
ネルギー事業への回帰と集中が行われることとなり

ました。エネルギー以外の事業への多角化に失敗し
たENELは、その後、国外市場に成長を求め、2006
年にブルガリア、スロバキア、ルーマニアの電力会
社を買収し、2007年にはスペインの大手電気事業
者であるEndesaを買収しました。
　Endesaの買収以降、主力事業地域はイタリア国
内とスペインをはじめとするイベリア半島となり
ましたが、2008年に開始されたイタリアでのロビ
ンフッド課税（エネルギー事業者に対して法人税率
を上乗せするもの。2008年に5.5%、2010年に6.5%、
2011年から2013年に10.5%の上乗せに変更。）や、ス
ペインでの規制料金の報酬削減といった主要地域
での事業環境の変化を踏まえて、2010年頃からは、
特に中南米を中心とした国外への再エネ進出を活発
に行っています。
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【第131-2-28】Iberdrolaの2016年～ 2020年の投資計画

出典：日本エネルギー経済研究所資料

【第131-2-27】スペインの賦課金総額の推移

出典：国家市場・競争委員会資料を基に資源エネルギー庁作成
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　こうした方針は投資額に顕著に現れており、投資
の対象としては再エネの金額が大きく伸びており、
国内外別で見れば国内向けが大きく縮小し、国外が
増加しています。2016年に発表された、2017年か
ら2019年に向けた事業戦略においては、総投資額の
209億ユーロのうち60%を成長事業投資に充てるこ
ととし、このうち、90%は再エネやネットワーク事
業といった低リスク事業に充てることとしています。
このように、現在の事業の中心地域での収益悪化を
背景に、欧州域外への進出や低リスク事業への集中
により成長の機会を求める動きを見せています。

（3）アメリカにおけるエネルギー企業について
　アメリカでは1990年代から電力・ガスの自由化が
始まりました。しかし、州際取引を中心とした発送
電・生産輸送部門に対する権限が連邦エネルギー規
制委員会（Federal Energy Regulatory Commission：
FERC）にあり、小売を中心とした事業規制が州ご
との公益事業委員会（Public Utilities Commission：
PUC）にあるため、連邦と州がそれぞれが規制権限
を持つという構造となっています。そのため、欧州

と異なり、FERCが発送電・ガス輸送部門改革を進
め、PUCが小売自由化を行うという、複雑な構造
の下、自由化が進展しました。
　その後、2000年代のカリフォルニア州の電力危機
などを契機に、自由化の流れが中断され、電力小売
全面自由化を検討していた州は24州ありましたが（2州
は小売自由化に関する州法を成立させたものの、実施
に至らず法律自体を廃止。もう2州は小売自由化の実
施を無期限延期）、現在13州＋ワシントンD.C.が小売
全面自由化を実施しているに留まっています(2016年
1月時点)。アメリカにおけるエネルギー企業は、電気
事業者だけでも登録ベースで3,300社を越えています
が、大手の事業者であるExelon、NextEra Energyな
どのように自由化州、規制州の双方にまたがって事業
を行っている事業者では、規制州と自由化州を別な事
業として経営を行っているところも見られます。
　また、米国の電気事業者でも、自由化州での競争
や、再エネなどの分散型電源の導入を促進する州で
の事業展開にあたり、M&A等を通じた設備容量の
拡大やガス小売部門への進出などの動きも出始めて
います。

0
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MW Other resources Wind Geothermal Hydroelectric

再生可能エネルギー
その他 風⼒ 地熱 ⽔⼒

【第131-2-30】ENELの再エネ電源構成の推移

出典：日本エネルギー経済研究所資料

【第131-2-31】イタリアと北・中南米におけるENEL
の発電設備比較

出典：Annual Reportを基に資源エネルギー庁作成
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【第131-2-29】ENELの概要

出典：日本エネルギー経済研究所資料を基に資源エネルギー庁作成
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　再エネの導入という面でも、州によって制度によ
る支援の度合いに濃淡はありますが、電力危機を経
験したカリフォルニアなどでは自由化の中断とあわ
せて、独立電源の推進も行っており、これにシリコ
ンバレーをはじめとした企業群が呼応する形で、多
くの再エネや分散型電源を進める技術、ビジネスを
核とした企業が生まれています。

3. エネルギー関連技術を巡る動向と
　 ベンチャー投資等の動き

　これまで見てきたように、エネルギー産業をとりま
く事業環境はたえず変化しており、企業は都度、自
らの事業を見直すことで成長を続けています。この
企業の選択肢を増やすことができるのが「技術」であ
り、例えば再エネ分野でも太陽光発電、風力発電、
蓄電技術の進化や、それらに伴う第三者保有などの
新サービスの創出がなされています。さらに、近年
では、より機動的にこういった新技術を発掘・ビジ
ネス化する為、内製化という手段だけでなく、ベン
チャー企業への投資や、M&Aによる買収といった取

組を進める欧米のエネルギー企業が多く見られます。
　欧米を中心としたエネルギー企業は、ベンチャー
ファンドを設立し、有望なエネルギー関連のベン
チャー企業に中長期的に投資する仕組みを2010年
代頃から実行しています。また、自由化前よりも、
一層スピーディな経営判断や結果が求められている
こともあり、M&Aを積極的に活用することで、技
術についても短期に獲得し、成長を志向しています。
　Engieは2014年にEngie New Venturesという投資 
フ ァ ン ド を 設 立 し、 シ リ コ ン バ レ ー を 中 心 に
Advanced Microgrid Solutions（エネルギー貯蔵管
理）、Powerdale(EVの充電インフラ)、Tendril (エネ
ルギー需要マネジメント)、kWh Analytics (太陽光
発電プロジェクトのリスクマネジメント)など、既
に14のスタートアップ企業へ投資しています。
　 一 方 で、RWEはInnogy Venture Capitalと い う
ベンチャーファンドを設立し、ヨーロッパのベン
チャー企業のみを支援するという方針を掲げていま
す。RWEが投資した企業としては、mantex(バイオ
マス発電の高効率化)、enercast（再エネの稼働予測
をするシステム構築）などが挙げられます。
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【第131-2-32】アメリカのエネルギー企業

【第131-2-33】近年のアメリカ電力企業の動向

SouthernComp
any

2016年7月
民間出資電力公益
事業者が、下流ガス
販売会社
AGLリソーシーズを
買収。
混合型の電力・ガス
公益事業者への
転換を狙う。

NRG Energy

2014年３月
エジソン
ミッションエナジー
から5万メガワット
相当の再生可能
エネルギー発電
事業を買収。
分散型セクターへ
の移行を狙う。

DukeEnergyRene
wables

2015年12月
グリーン・チャージ・
ネットワークスと
提携。
分散型エネルギー貯
蔵市場に参入。ハワイ
のネットメータリング
の政策変化への適応
を狙う。

AmericanElect
ricPower

2016年9月
卸売用の発電施設
４件を売却。
完全に規制された
付加価値の高い
エネルギー企業に
なるための長期的
戦略。

PPLcorporation

2014年6月
リバーストーン
ホールディングス
LLCと電力生産
ポートフォリオを
組み合わせ新たな
企業を設立。
規制事業への集中
を狙う措置。

EntergyCorpor
ation

2016年
投資家向け
プレゼンで専業の
公益事業者を
目指す戦略を発表。
2021年までに
南部での規制事業
に集中することを
狙う。

セクター横断的吸収合併
一般に天然ガスの小売販売または新しい電源に移行する傾向

出典：各種資料を基に資源エネルギー庁作成

出典：平成28年度エネルギー環境総合戦略調査（エネルギー制度改革と我が国のエネルギー産業）より資源エネルギー庁作成
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　また、近年のM&A事例としては、例えばEngieに
よるEV-Box(オランダ)の買収が挙げられます。輸
送は、世界のCO2排出量の23%（EUでは30%）を占め
ており、2050年までに、より環境に優しく、より
流動性の高い自動車への転換が不可欠と言われてい
ます。それらを解決する為にEngieは、信号システ
ムなど交通流動性を改善するサービスを提供してい
ました。これを強化するため2017年3月、世界26か

国・4万か所に遠隔制御が可能な電気自動車スタン
ドを展開している、EV-Boxを買収しました。
　日本でも2017年3月に東京電力が、低炭素化、分
散化、デジタル化等のベンチャーへ投資するEnergy 
Impact Fundに出資を行いましたが、日本企業によ
るベンチャーキャピタル等を通じた技術の発掘・取
込に向けた動きはまだ緒についたばかりといえるで
しょう。
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（再掲）【第131-3-1】新サービス創出（技術革新）への動き

【第131-3-2】エネルギー企業におけるM&Aの動き

出典：各社Annual Report、HP及び、報道等より作成

※エネルギー企業からベンチャーキャピタル等への出資額。括弧内はベンチャーキャピ
タル等の資⾦枠に占める割合を⽰す。1€=120円、1$=110円で換算。

企業名 案件数
Engie(仏) 36

EDF(仏) 19

ENEL(伊) 10

E.ON(独) 9

Iberdrola(⻄) 8

RWE(独) 6

Exelon(米) 6

東京ガス 5

関⻄電⼒ 3

各企業のM&A件数
(2010/1〜2017/3)

※SPEEDA情報より。
期間：2010年1月1⽇〜2017年3月1⽇
案件：上記期間に買収を公表、完了した

案件、及び報道されたものを含む。
ジョイントベンチャー、対等合併
などは含まない。最終的に50%以
上の株式を取得した場合に限る。

出典：各社Annual Report、HP及び、報道等を基に資源エネルギー庁作成

※観測は、確認できる限りにおいて当該案件が初めて公にされた場合であっ
て、案件情報はニュース、企業のプレスリリース、あるいはその他ソース
に基づく。情報源としてアナリストやブローカーの憶測も含まれる。
出典：各社Annual Report、HP及び、報道等を基に資源エネルギー庁作成

【第131-3-3】各企業のM&A件数
(2010/1～2017/3)

出典：SPEEDA情報を基に資源エネルギー庁作成

※期間：2010年1月1日～2017年3月1日　/　案件：上記期間に買収を公表、
完了した案件、及び報道されたものを含む。ジョイントベンチャー、対等
合併などは含まない。買い手がターゲットの株主資本50％以上を取得し、
ターゲットの支配権を有する取引を買収と分類している。取得比率が少な
い場合においても、最終保有比率が50%以上となる場合は買収として分類
される。

※エネルギー企業からベンチャーキャピタル等への出資額。括弧
内はベンチャーキャピタル等の資金枠に占める割合を示す。

　1€＝120円、1$＝110円で換算。
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　ここでは、エネルギー産業における新しい技術やビジネスモデルについて、エネルギー産業の
周辺産業（たとえば太陽光パネルメーカーや風車メーカー等）も含めて、最近の動向を記載します。 
　太陽光発電については2009年以降のシリコン価格の低減等によるモジュール価格の低減、これと平行し
た導入量の拡大とFITの買取価格の引き下げや入札制度導入等により、事業者間の競争と集約化・効率化（設
計・調達・建設の専業化、流通構造改革等）が進展した結果、世界では太陽光発電の導入コストの大幅削減と、
これを可能とする産業の形成が実現されてきています。

　また、風力発電については、世界では1980年代以降風車技術の大幅な進展と市場の拡大に伴う量産化な
どによるコスト低減により、発電コストが大幅に低下してきました。2000年代に技術進展の鈍化や資材の
供給不足により価格は下げ止まりしましたが、2010年頃からはさらなる大型化や、製造コスト低減などに
より、発電コストは再度低減傾向にあります。

エネルギー産業の周辺領域まで含めた、技術革新・新サービス創出の事例
第
３
章

【第131-3-4】太陽光発電の発電コスト・買取価格の国際比較(2016年)

【第131-3-5】世界の風力発電コストの推移

出典：Bloomberg 資料を基に資源エネルギー庁作成（FIT価格は資源エネルギー庁調べ）

出典：The future cost of onshore wind（ Bloomberg New Energy Finance, 2015）、 IEA Wind Task 26 “The Past and 
Future Cost of Wind Energy(IEA, 2012)を基にNEDO技術戦略研究センター作成

※LCOE：均等化発電原価。ライフタイムに要するコストの総計を現在価値に割引き、年間発電量に基づいて均等化して算出
したコスト
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■太陽光パネルについて
　First Solar(アメリカ)　～太陽光発電コストの低減～

　First Solarは、光を吸収する力が大きいCdTe(カドミウムテルル)を用いた太陽光パネルの薄膜化によ
り、材料を少量化することで工期の短縮と大量生産を可能にし、コスト面での強みを有しています。有害物
質であるCdを使用する点、レアメタルであるTeを使用する点、シリコン製のパネル比べて変換効率が低い
という点、がデメリットとして挙げられますが、中国企業にも負けないコスト競争力を有していると言われ
ています。またパネルの製造のみならず、エンジニアリング、プロジェクト開発、発電事業など太陽光バ
リューチェーンの多くに関わることにより、コストの効率化とリスク分散を図っています。さらに事業機
会の拡大を目指して積極的な資産買収等も行っており、例えば2007年にTurner Renewable Energyの
IPPノウハウ、2009年にOptisolarのプロジェクト開発能力、2010年にNextLight太陽光発電所施行技術、
2013年にGEの太陽光発電技術を獲得し、運営管理による利益比率を高めています。

　Sun Power(アメリカ)　～技術革新による発電効率の上昇～

　Sun Powerの強みは、太陽光パネルの変換効率の高さにあります。太陽光パネルメーカーとしての歴
史は長く、1970年代から石油危機に対処する方法を模索する中で研究が進展してきました。政府の資金
援助やベンチャーキャピタル投資を受けながら、NASAへのパネル提供などを通じて実績を重ねた同社は、
2016年時点においてバックコンタクト方式（受光面の電極をなくす技術）により、従来品が15%程度であっ
た変換効率について、20％を超えるという世界最高水準を達成しています。
　2007年には太陽光発電所の製造を行うPower 
Lightの買収により、太陽光パネルの製造のみなら
ず発電事業も行う、太陽光の垂直一貫企業となりま
した。2011年にはフランスTOTALがSunPower
の株式の約60%を取得したことで、TOTALの世界
的なネットワークも活用した、より積極的な国外展
開を模索しています。近年では大規模太陽光発電所
の開発にも注力しています。

【第131-3-6】First Solarの太陽光パネルの発電コスト(同社試算による)

出典：First Solar Sustainability Report

【第131-3-7】Sun Power製の太陽光パネルの発電効率

出典：Sun Power HP
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　Solar City(アメリカ)　～太陽光パネルの第三者保有モデル～

　Solar Cityは太陽光パネルの新たなサービスの形態として、第三者保有モデルによるビジネスを展開し
ています。太陽光発電設備の普及には、初期費用の高さが壁となる場合も見受けられますが、同社が主体と
するビジネスモデルは、太陽光発電システムを無料で家庭の屋根に設置し、太陽光発電で発電した電気を従
来の電力会社の電気料金単価より低い値段で顧客に提供するというものです。このビジネスモデルが広く受
け入れられ、建物の所有者名義の発電設備を抜いて、米国住宅用太陽光発電市場の72％を占めるまでに成
長しています。（2014年には第三者保有の設置容量が890ＭＷに達し、非住宅用（産業用のメガソーラー）
を市場規模で上回りました。）
　しかし、太陽光発電の普及によりコストが下がり、一般消費者も低い金利で銀行からローン貸し付けが可
能になったことで、当ビジネスモデルの前提が崩れ、2016年には第三者保有モデルでの導入がやや鈍化し
ています。また、2016年にはTeslaがSolar Cityを買収しました。

■風車製造について　Vestas(デンマーク)　～データ分析を活用した稼働率向上～

　欧州における陸上風力の新規導入が飽和しつつある中、世界最大の風車メーカーであるVestas等は、保
有する膨大な風車稼働データを活用し、高い稼動率を保証するメンテナンスサービスを提供しています。こ
うした風車メーカーは稼働率保証を顧客に提供しています。風車メーカー独自にメンテナンスを実施するこ
とで、顧客のビッグデータを蓄積し、そのビッグデータを活用したモニタリングにより、風車のトラブルを
事前に予測することで停止時間を減らし、それが稼働率保証に繋がるというビジネスモデルです。プロジェ
クト自体が巨大である洋上風力発電の開発が増える中で、メーカーの統合による大規模化・寡占化が進んで
おり、2013年にはVestasと三菱重工の洋上風力発電部門の統合が発表され、2014年に洋上風力発電設
備専業の新会社を発足しました。

【第131-3-8】風力発電の業界構造

出典：平成28年10月　風力発電競争力研究会　報告書
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■蓄電技術について
　AES Energy Strage(アメリカ)　～拡張性の高い蓄電システムの構築～

　AES Energy Strageは40kWを一単位として、数十万kWまでフレキシブルに拡張できるバッテリーユ
ニットを開発し、従来は困難であった蓄電池導入後の容量変更が可能になり、発電側、送電側、需要側の幅
広い用途に対応することを可能としています。ピーク時とオフピーク時の電力価格差を利用した電力量取引
に加え、自動制御で周波数制御を行える設計を活かして、周波数安定化の市場での利益を得ることも戦略と
しています。

　Stem(アメリカ)　～ ICTと蓄電地を活用したエネルギーマネジメント、ディマンドレスポンス～

　Stemは、情報通信技術と蓄電地を用いて、電力の需要予測やリアルタイム管理を行うことで、電力使用
を最適化するサービスを提供し、需要家の省エネを補助すると同時に、再エネ導入拡大に伴うグリッドへの
負担を低減しています。例えば、商業施設に蓄電池を設置し、需要家向けにピークカットによる契約料金の
引き下げに加えて、それらの蓄電池数百台を集約（アグリゲート）して電力会社向けに調整力としても提供す
る取組を行っています。同社はIberdrola、RWE、Exelon等、世界の大手エネルギー事業者からベンチャー
キャピタルを通じた出資を受け、注目を集めています。

■ディマンドレスポンスについて　Energy Pool(フランス)

　Energy Poolは、主に製紙、鉄鋼、化学などの大口産業需要家にDR Boxというゲートウェイを設置し、
そのゲートウェイに対してDR信号を発することにより、需要家の生産ラインを制御してDRを実施してい
ます。実績として、2016年６月に原子力発電所の計画外停止等により需給がひっ迫した際、一般送配電事
業者から要請を受けたEnergy Poolが、DRにより56.1万kWの需要削減に成功しています。

■SMR(Small Modular Reactor)について　NuScale(アメリカ)

　近年では小型原子炉(SMR：Small Modular Reactor)につ
いて、日本を含む世界中のエネルギー企業・ベンチャー企業が研
究しています。従来の100万kW超の原子力発電所と異なり、1
基ごとの出力を小さくすることで冷却を容易にし、安全性を高め
ています。また、あらかじめ工場で製造したユニットを現場で
組み立てることで、工期短縮や製造コストの削減も実現します。 
　例えば、アメリカのベンチャー企業であるNuScaleは、直径約
4.5m、高さ約23m、1基あたり5万kWの出力の小型原子炉を開
発中です。SMRを12基組み合わせることで60万kWの出力を予
定しています。NuScaleは2026年の商用運転開始を目指してい
ます。

【第131-3-9】AESのバッテリーユニットイメージ

出典：AES Energy Strage HP

【第131-3-10】従来原子炉とSMRの
大きさ比較

出典：NuScale　HP
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　中国では、1997年に誕生した国有企業である国家電力公司が垂直一貫でほぼ独占的に事業を展開してい
ましたが、2002年に送配電はエリアごとに2企業に、発電分野は5企業に分割され、同時に4つのIPP企業
が設立されています。

（送配電会社：国家電網公司と南方電網有限責任公司の2社、発電会社：中国華能集団公司、中国大唐集団公司、
中国国電集団公司、中国華電集団公司、中国電力投資集団公司の5社）

　中国では、国有企業という特性上、政府の5カ年計画（現在は、2017年3月公表の2016年～ 2020年計
画である13次5カ年計画）に従い、各企業が事業展開を実施しています。本計画での電力需要の伸び率は、
年率3.6%～ 4.8%とこれまでのような急速な伸びが見込まれないことを背景とし、５カ年計画には、電気
事業の国際展開という方針が随所に掲げられており、従来にも増して我が国企業の国外展開などに当たって、
強力な競合相手になる可能性があります。

中国における電気事業の動向

火力 需要増加再エネ 原発

【第131-3-12】発電能力と電力需要量の推移

出典：WEI2016

【第131-3-11】2002年の中国の電気事業者分割

出典：中国電力工業発展報告2016等を基に資源エネルギー庁作成
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　例えば国家電網公司は、2010年からブラジルに進出し、総延長6,000キロ近くの送電ネットワークを保
有していましたが、2017年2月にブラジルのCPFLエネルジアの株式23.6％を約2,100億円で追加取得
したと発表しました（国家電網公司のCPFLエネルジアの持株比率は54.64％に）。CPFLエネルジアは送
電子会社9社を擁するブラジル送電市場シェア13.4％（7,000億kWh）の企業であり、容量ベースでも民営
2位に位置付けられる発電所を運営しています。
　すでに国家電網は、香港やフィリピン、ブラジル、ポルトガル、オーストラリア、イタリア、ギリシャで
も送電資産を取得しており、保有する国外電力関連資産は、総額で400億米ドルを超えています。
一方で、2015年には、オーストラリアの電力・通信サービスを供給する電力公社オースグリッドの売却入
札（99年間にわたり50％超の株式を貸与）において、国家安全保障上の問題を理由にオーストラリア政府か
ら応札を拒否されるといった案件も生じています。
　また、中国は再エネ分野においても世界的に大きな規模を占めており、2015年には中国の全発電設備へ
の投資のうち風力発電と太陽光発電で3分の1以上が再エネへの投資となるなど、中国国内でも再エネ投資
は活発に行われています。世界の太陽電池メーカー上位6社のうち中国が4社を占め、世界最大の風力発電
タービンメーカーなども中国企業となっています。

　1987年にパキスタンに参入した中国電力建設集団は、2016年9月、単一事業としてはパキスタン最大
の風力発電事業であるTricon Boston風力発電事業について、設計（engineering）・調達（procurement）・
建設（construction）を含むEPC包括請負契約を締結しました。総設備規模150MWで、同国での中国電力
建設集団の設備容量は480MWとなります。
　さらに、原子力発電所の輸出については、第3世代原子力発電所と同等の能力と言われている、「華龍一号」
の輸出を推進しています。既に、中国核工業集団公司がパキスタン、南米、イギリスで、中国広核集団がルー
マニアなどで契約を進めており、近隣国にとどまらず国際的な影響力を強めています。特に、技術協力とい
う観点だけでなく、人員や資金等の協力も含めて官民共同で推進しているといわれています。

中国 欧州 アメリカ

水力 風力 太陽光 その他再エネ

インドと
非OECDアジア

【第131-3-13】世界の再エネ投資額の推移

出典：WEI2016
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第２節
国内電力・ガス産業の動向

1. 我が国電力・ガス市場の
　 自由化等の取組と産業の動向

(1)電力・ガスの自由化
　2016年4月の電力の小売部門の自由化以降、異業
種からの活発な新規参入(2017年3月現在で約380事
業者が小売電気事業に登録済)が進み、多様な料金
メニューの提供等を通じた競争の活性化など、改革
に伴う一定の効果が表れ始めています。具体的には、
2016年12月の電力取引報によると、電力の小売全面
自由化で新たに自由化された市場において、新電力
への契約の切替えを選択した需要家が全国で約3.6%
となっています。また、地域の既存電力会社が設定
した自由料金メニューへの切替えを選択した需要家
も約3.6%となっており、両者を合わせると、約7.2%
の消費者が自由料金メニューへの切替えを行ってい

ます（電力の小売全面自由化の進捗状況については、
第3種第6章第1節3を参照）。小売部門の全面自由化
が行われています。ガスについては、これまでの改
正で、自由化領域の販売量は一般ガス事業の販売量
全体に占める比率で64％まで拡大してきていました
が、今回の全面自由化を契機に、ガスの市場で更な
る競争が進展することが予想されます。また、電力
からガスへ、ガスから電力への相互参入が可能とな
り、欧州で見られたように、総合的にエネルギーを
取り扱う企業が生まれてきています。

(2)動き始めたJERAの挑戦
　2015年4月、燃料・火力融合によるシナジー効果、
資産・調達規模の拡大、市場プレゼンスの拡大によ
る「グローバル・エネルギー事業者」を目指し、東京
電力・中部電力の共同出資で「JERA」が設立されま
した。
　2016年7月には、東京電力・中部電力の既存燃料
事業、国外発電事業、エネルギーインフラ事業が統

第
３
章

【第131-3-14】世界に進出する中国の原子力発電

出典：独merics中国研究所　2016
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合され、LNG調達については、年間約3,900万トン
と世界最大級 (我が国LNG輸入量の約5割)となって
います。さらに、2017年春には両社の既存火力の
統合について方針を発表しており、これによって、
ガス・石炭をあわせた火力発電設備量は、欧州のガ
ス火力の主要プレーヤーであるEngieにも比肩する
水準まで拡大することとなります。（2020年想定）
　こうした規模のメリットを最大限に活かして、
バーゲニングパワーのある燃料の調達や、燃料ト
レーディング事業への進出などに取り組んでい
ます。石炭のトレーディングについては、JERA
の規模となったことで、EDFの子会社であるEDF 
Tradingを買収するなど、JERAの規模のメリットが
既に表れ始めているといえます。
　さらに、JERAは規模の拡大に加えて、従来東京

電力が進めていた燃料事業開発のノウハウと、中部
電力が進めていたトレーディング事業や多様な燃料
の活用ノウハウが組み合わさることで、国外発電の
拡大等のサプライチェーン全体における積極的なグ
ローバル展開も掲げています。先ほどのフランスの
Engieとの規模の比較で言えば、国外での発電規模
にはまだ差がある状況ですが、足下、持分出力で
600万kW程度（計画・建設中案件含む）である国外
での発電規模を、2030年までに2,000万kW程度と、
3倍以上に増加させることを目標としています。
　JERAの具体的な取組はいずれも始まったばかり
であり、成果として表れてくるのは今後のこととな
りますが、自由化や国内外の市場の変化に対応して、
機能別再編を通じた世界市場での活躍を目指す事業
者の取組として、注目が寄せられています。
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管内 ⾃社内切替実績
[単位：万件]

率 ※
【単位：％】

北海道 0.2 0.1
東北 1.6 0.3
東京 64.6 2.8
中部 95.4 12.5
北陸 0.8 0.7
関⻄ 21.7 2.2
中国 29.5 8.4
四国 1.1 0.6
九州 8.8 1.4
沖縄 0.1 0.1
全国 223.8 3.6

＜地域別のスイッチング（他社切替）件数：12⽉末＞

管内 他社切替実績
【単位：万件】

率 ※
【単位：％】

北海道 11.4 4.1
東北 7 1.3
東京 130 5.7
中部 17 2.2
北陸 0.9 0.7
関⻄ 45.7 4.5
中国 0.8 0.2
四国 1.6 0.8
九州 10.6 1.7
沖縄 － －
全国 225 3.6

※ 2015年度の⼀般家庭等の通常の契約⼝数（約6,253万件）を⽤いて試算

＜地域別の⾃社内契約切替件数：12⽉末＞

（出所）電⼒･ガス取引監視等委員会 電⼒取引報（2016年12⽉実績）0

【第132-1-1】電力自由化によるスイッチングの状況

【第132-1-2】ガス小売自由化の歴史

※2015年度の一般家庭等の通常の契約口数（約6,253万件）を用いて試算
出典：電力・ガス取引監視等委員会　電力取引報(2016年12月実績)

（注1）小売全面自由化後も、需要家保護の観点から、競争が進展していない地域においては、経過措置として小売料金規制を存続させる。
出典：資源エネルギー庁
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Page 0

機能

⽕⼒
発電

送・
配電 ⼩売東

京

⽕⼒
発電

送・
配電 ⼩売中

部

地域

統
合

JERA事業領域

上流開発
燃料調達

輸送
ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ 受⼊基地 発電

約3900万㌧のLNG調達数量
（世界最⼤級）

LNG船16隻
⽯炭ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ事業

海外：約700万kW、11ヵ国
に発電所を保有

国内：約600万kWの発電所
建設を計画/建設中

既存⽕⼒統合にむけて協議中
2017年春を⽬処に結論

⽕⼒事業の再編
⇒地域別から機能別へ

拡
⼤

14年 10⽉ 東京電⼒と中部電⼒がアライアンスパートナーとして｢基本合意｣を締結
15年 4⽉ アライアンス会社｢JERA｣を設⽴

10⽉ 燃料輸送、燃料トレーディング事業を統合
16年 4⽉ ヘンドリック・ゴーデンガー代表取締役会⻑就任
16年 7⽉ 既存燃料事業、既存海外発電、エネルギーインフラ事業を統合

JERAの歩み
【第132-1-3】JERAの概要

【第132-1-4】JERAのポジション

出典：JERA提供資料より資源エネルギー庁作成

出典：JERA提供資料より資源エネルギー庁作成

【第132-1-5】JERAの石炭トレーディングの商流（EDF Trading買収後）

Page 0 © 2016 JERA Co., Inc. All Rights Reserved.

JERAの⽯炭トレーディングの商流（EDFTrading買収後）

⼤⻄洋⼤⻄洋
市場

太平洋
インド洋

市場

⾃社需要

南ｱﾌﾘｶ炭 豪州炭

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ炭

ｺﾛﾝﾋﾞｱ炭

第三者需要

欧州需要

ロシア炭

既存のJERATS商流

新たにJERATSに加わる商流

出典：JERA提供資料
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(3)我が国のエネルギー企業の対応
　JERA以外のエネルギー企業においても、国外展
開や、従来のエリアを越えた事業展開、電力・ガス
の相互参入、上流下流等の異分野への進出、デジタ
ル化への投資など、新しい動きが表れ始めています。

①国外展開を強める企業の事例
　これまで以上に国外への進出が志向され始めてお
り、多くの企業では、経営計画等において積極的な
目標を打ち出しています。
　例えば関西電力では、国外事務所設置等を通じた
現地ネットワーク強化や投資地域・対象を欧米・再

エネ等に拡大することで、2025年目標として国外
発電容量を10～12GWへ拡大することを(2017年2月
現在1.4GW)掲げています。また電源開発では、ア
ジアや米国を中心とした地域で高効率かつクリーン
な石炭火力技術を武器に、2025年には国外発電容
量10GW（2017年3月現在6.7GW）を目指しています。
また、東京電力は、その技術力を活かした送配電分
野の国外展開を目指しており、東京ガスは原料価格
の低減と国外事業の拡大、大阪ガスは国外ダウンス
トリーム事業の拡大を目指すなど、各社はそれぞれ
の強みを活かした国外展開を目指しています。
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【第132-1-7】電力・ガス企業の国外展開の目標等

【第132-1-6】JERAの2030年目標抜粋

出典：各社の中期経営計画等を基に資源エネルギー庁作成

出典：JERA提供資料より資源エネルギー庁作成
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　なかでも電源開発（Ｊ-POWER）の国外展開の歴
史は古く、1962年にペルーの水力発電計画への国
外技術協力（コンサルティング）がその起点となりま
す。現在、国外コンサルティング事業はアジアや中
南米を中心に64か国335件となっています。（2017
年3月末時点）
　また、国外での発電事業についても、長年にわた
る着実な取組により、現在では6か国約670万kW（持
分出力）の実績を有しています。特にタイでは、2013
年カエンコイⅡガス火力発電所（1,468MW・49％持

分）への投資から本格的な事業展開が始まり、2007
年7つのSmall Power Procedures、2014年ノンセン・
ガス火力1、2号機、2015年ウタイ・ガス火力1、2号
機運転開始など積極的に展開しており、約450万kW

（同社国外電源の約67％）の持分出力を確保していま
す。（2017年3月末時点）
　今後は、旺盛なエネルギー需要が望めるタイ、イ
ンドネシア等のアジアや、豊富な事業機会が見込め
る米国を中心として、発電能力並びに国外での収益
向上を目指すこととしています。
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【第132-1-8】J-POWERによる国外展開の状況

【第132-1-9】J-POWERの国外発電事業の持分出力（営業運転中）

出典：J-POWER資料

※2016年度持分相当利益は未確定 出典：J-POWER提供資料
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　ガス事業者についても同様に国外展開を志向する
動きが見られます。大阪ガスは、ガス販売事業等の
中下流ビジネスを、東南アジアを中心に取り組んで
います。
　特に、2013年に大阪ガスの子会社であるOsaka 
Gas SingaporeとCITY GAS（顧客数約75万戸）は、
シンガポール産業用天然ガス市場で共同販売事業

を目的に、産業用天然ガス販売会社であるCity-OG 
Gas Energy Servicesの株式売買契約を締結しました。 
　当該会社は、大阪ガスのエネルギーソリューショ
ンノウハウとCITY GASの天然ガス販売事業インフ
ラを活用し、化学業・食品業を中心とした産業用市
場において、ガスの需要開発から販売までを行って
います。
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出典：J-POWER 提供資料

【第132-1-10】J-POWERの2025年目標

【第132-1-11】大阪ガスの東南アジアへの国外展開事例

出典：大阪ガス提供資料
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　東京ガスは、2014年に100%子会社の東京ガスエ
ンジニアリングソリューションズとガスマレーシア
社でガスマレーシアエネルギーアドバンス社を共同
設立し、マレーシアで東レが展開する東レグループ
マレーシアへ、電力・蒸気をトータルで供給するエ
ネルギーサービスを提供する基本合意を締結しまし
た。また、2015年にも、東レがアメリカのサウス
カロライナ州に新設する工場に対して同様のサービ
スを提供する基本合意を締結しています。
　たとえばマレーシアの事例では、当該サービスの
導入により、小規模な設備投資で約20％の省エネ、
約30％のCO2排出量の削減を図ることができるとさ
れており、今後我が国が地球規模での温室効果ガス
排出削減に貢献していく上で、こうした新興国等で
の削減への貢献は、極めて重要な要素になってくる
と考えられます。

②電力・ガス相互参入の事例
　電力ガスの小売全面自由化によって、電気事業者
がガスの供給へ、ガス事業者が電気の供給へ、それ
ぞれ相互に参入する状況が生まれています。その際
に既存の事業エリアを越えた展開を行う例もあり、
例えば九州電力は、東京ガス、出光興産と連携をし、
関東エリアに200万kW級の石炭火力を新設するた
め、千葉袖ヶ浦エナジーを設立しています。これは、
出光興産の燃料調達力、九州電力の発電所運転ノウ
ハウ、東京ガスの関東圏での顧客基盤などのシナ
ジーを狙ったものとされています。その他にも、東
京電力エナジーパートナーが日本瓦斯会社と、関西
電力が岩谷産業と、東京ガスや大阪ガスがNTTファ
シリティーズと連携するなど、新たな事業分野への
参入に当たって、他者とのアライアンスが進んでい
ると言えます。
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【第132-1-12】電力・ガス相互参入の事例

東京電⼒エナジーパートナー

 東電EPは日本瓦斯へのガス卸供給契約を締結した。都
市ガス全⾯⾃由化初年度に両社合計で、50万軒相当の
新規開拓を目指す。

関⻄電⼒
 関電と岩谷産業は「関電ガスサポート株式会社」の共同

出資（51%、49%）による設⽴に合意。

 同社では、関電のガス
販売と岩谷産業のガス
関連機器の販売ノウハ
ウを組み合わせ、ガス
販売と保安を担う。

中部電⼒

 販売窓口50拠点、販
売スタッフ250名体
制を目指す。

 両社のガス販売に必要
なノウハウを融合した
プラットフォームの構
築、新たにガス小売分
野へ参入する事業者へ、
安定的なガスの供給と
サービスの提供を目指
している。

 東邦ガス供給区域で都市ガス小売（家庭等）を実施して
おり、同社との競争が⾒込まれている。

 2017年1⽉には、ガス小売ガス料⾦メニューを設定。
 電気・ガスのセット販売による価格低減や、電気・ガス

の請求の⼀本化による消費者利便の向上などを差別化要
素として打ち出している。（家庭用には3種類のガス料
⾦メニューと電気とのセットメニューを設定）

 今後、5年間で20万件の契約獲得を目指す。

大阪ガス

 2016年電⼒小売事業（低圧）へ参画し、2016年度末で
30万件の獲得を達成している。（目標20万件）

 2000年に、同社は東京ガス・NTTファシリティースと
共同設⽴した「株式会社エネット」を通じ、電⼒小売を
実施しており、全国２万件に年間約110 億kWhを供給
している。（新電⼒シェアトップ）

九州電⼒

 九電は出光・東ガスと、
超々臨界圧⽯炭⽕⼒ (200
万kW級)新設の為、共同で
「(株)千葉袖ケ浦
エナジー」を設⽴。

 東ガスの関東圏内の顧客基
盤、九電の⽯炭⽕⼒運
転ノウハウ、出光興産の⽯
炭調達⼒等による相乗
効果を期待。

神⼾製鋼所

 神⼾製鋼所は、東京ガスと電⼒及びガスの相互供給契約
を締結し、125万kW級のGTCCを新設する為、特別目
的会社となる「(株)コベルコパワー真岡」を設⽴。

 国内初の本格的な
内陸型⽕⼒発電所
であり、電源の分
散⽴地によるエネ
ルギーインフラの
強靭化や地域の発
展などに期待。

出典：各社HP等より資源エネルギー庁作成
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③上流・下流分野への進出事例
　先述のJERAの事例において、火力発電から上流
の燃料調達、燃料トレーディング事業への注力の例
を紹介しましたが、ガス事業者においても上流進出
等の事例が見られます。
　東京ガスは、住友商事と共同で、米国メリーラン
ド州コーブポイントLNGプロジェクトの事業主であ
るDominion Cove Point LNG社（ドミニオンコーブポ
イントLNG社、以下「ドミニオン社」）と天然ガス液化
加工契約を締結しました。本プロジェクトは、米国
内で生産されるシェールガスをはじめとした天然ガ
スを精製・液化して、LNGとしての輸出を可能にす
るものです。また、住友商事と東京ガスは米国法人
を設立し、米国産天然ガスを調達・ドミニオン社へ
液化加工を委託し、そこで液化された年間約230万ト
ン分のLNGを、東京ガス及び関西電力に向けて販売

することとしています。
　また、大阪ガスは、非エネルギー分野である「ラ
イフ&ビジネスソリューション事業」の強化を図っ
ております。その一つとして、100%子会社である
大阪ガスケミカルでは、大阪ガスで天然ガス転換以
前に行っていた石炭ガスの製造を通じて蓄積してき
た技術等を基盤に、付加価値の高い機能性材料を開
発・販売しています。2014年には水・空気の浄化
等に利用される活性炭事業で世界トップクラスの
シェアを持つJacobi　Carbons　AB（本社スウェー
デン、以下「Jacobi」）を取得し、大阪ガスケミカル
の推計によると、2015年には活性炭事業で世界第
2位、高付加価値のヤシ殻活性炭に関してはトップ
シェアとなっています。今後は、活性炭事業のグロー
バルバリューチェーンの拡充を通じ、競争力のさら
なる強化が期待されます。
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【第132-1-13】大阪ガスによる活性炭事業への参画

出典：大阪ガス提供資料
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④デジタル化等への投資の事例
　データ分析、センサリング等の各種の技術進歩は、
電力・ガス分野においても、新たな付加価値の創出
やコスト改善における、新たな可能性となっています。
　火力発電所においては、IoTの活用による保守業務
の効率化や運転効率の最適化の取組が始まっていま
す。例えば、遠隔監視センターを設置し、運転保守
のエキスパートが24時間体制でガスタービンの稼働
状況を監視しながら、1ユニットあたり2,000点の監視
データをセンサーで収集し、刻々と変化する監視デー
タから、予兆検知・性能劣化の診断を行い、常時顧
客と連携して状況に応じた最適なアドバイスを行い、
トラブルの未然防止およびプラント稼働率の最大化
を実現するための取組などが行われています。
　再エネ分野では、電力各社において、太陽光発
電を中心とする再エネの出力の推定や予測が必要に
なっています。例えば関西電力においては、気象庁
の衛星画像を利用して、日射量を推定・予測する日
射量短時間予測システム「アポロン」を開発しました。
アポロンは1km四方の日射量を、最大3.5時間先まで
3分刻みで推定・予測可能であり、関西電力管内の
太陽光発電の出力推定・予測に活用されています。
　送配電分野においても、設備の老朽化や再エネの
導入拡大に伴い新たな設備投資の必要性が増大する
中、デジタル化等による修繕・投資の効率化や保
守・監視の取組が行われつつあります。電力インフ
ラにおける送電線や鉄塔の巡視・点検では、習熟し
た保全作業員による目視点検が主流となっています

が、山間部などのアクセスしにくい場所を点検する
場合、点検場所までの移動に時間がかかるほか、高
所作業では危険が伴います。ドローンを使用するこ
とで、高所の送電線や鉄塔上部の画像を撮影するこ
とができ、迅速な状況把握・作業時間の短縮・安全
性の向上に繋がることが期待されています。
　電力小売分野においては、スマートメーターの導
入を契機とした新しいサービスの創出に向けた取組
が行われています。例えば小売分野で期待されて
いる技術の1つであるディスアグリゲーション技術
は、分電盤に小さなセンサーを設置し、全体を分離・
ラベル付けすることで、家庭で「どの家電が」、「い
つ」、「どれくらい」使用されているかが推定できる
技術であり、この技術を活用することで、スマート
な電力情報インフラ構築(ディマンドレスポンス余
力把握や行動誘発型ピークシフト)や消費者の便益
(=新サービス機会)創造が期待されています。
　ガス分野においても、災害復旧においてモバイル
システムを活用した迅速な復旧への取組などが行わ
れています。
　東京ガスは、東日本大震災後の2013年にインター
ネットに接続可能な携帯端末を使用し、開栓作業結
果を報告するシステム（災害復旧支援モバイル報告
システム（TG-DRESS））を開発しました。携帯端末
による高い汎用性とシンプルな操作性で、災害時の
作業員増員への円滑な対応が可能となり、熊本地震
では、この技術を活用し開栓業務の所要時間を約
30％削減することに成功しています。
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【第132-1-14】新たな見える化の仕組み

出典：インフォメティス社提供資料
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⑤地域における新たな取組の事例
　自由化を受けて、様々な企業が地域密着の事業を
加速させています。
　一足先に自由化が行われた電力については、2016
年12月時点で販売実績のある事業者数は290者ある
中、地域を限定して事業を展開する事業者も半数程
度存在しており、地域の需要家の多様な選択肢の確
保に寄与しています。
　その他、ガス供給や熱供給を行う事業者も含めて、
地域に根差したエネルギー事業者は、自治体出資の
ある事業者も存在し、その多くは、地域内の企業、

商店街、自治体などと連携して多様な料金メニュー・
サービスを提供しています。
　また、既存の大手電気事業者でも地域密着型の取
組を進めている事例もあります。中国電力は、自社
が保有する4,500件を超える特許と地域の中小企業
のニーズをマッチングさせ、活用を促すことで、地
域と一体となった経済成長を目指しています。
　ドイツにおけるシュタットベルケの位置づけを考
えれば、こうした地域密着型の取組も、地元からの
強固な信頼を獲得する上で重要な取組となる可能性
があります。
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【第132-1-15】TG-DRESS概要

出典：東京ガス提供資料

【第132-1-16】地域における電力小売事業者の取組内容等の例
事業者名 内容

みやま
スマート
エネルギー

（福岡県みやま市）

・市内で発電した太陽光発電の電気を通常よ
り1円/kWh⾼く買電し、需要家への売電
も実施することで電気の地産地消を⽬指
す。

・⽔道とセットで毎⽉50円引、⽣活総合⽀
援サービス（⾒守りなど）に申し込むと
300円/⽉還元など各種割引が存在。

ローカル
エナジー

（⿃取県⽶⼦市）

・⽶⼦市と地元5企業で設⽴し、市内のゴミ
焼却発電や太陽光発電等から電⼒を調達し、
8割が地産電源。

とっとり
市⺠電⼒

（⿃取県⿃取市）

・⿃取市と⿃取ガスが共同で設⽴し、エネル
ギーの地産地消を進め、地域の経済循環と
活性化を図る。

サーラコーポ
レーション

（愛知県豊橋市）

・中部ガスを中⼼としたサーラグループはエ
ネルギーの他、住宅販売、⾞販売、カル
チャースクールなど⽣活全般サービスを地
域密着で提供。

（出典）各社提供資料等より資源エネルギー庁作成出典：資源エネルギー庁調べ
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第３節
国内外の石油産業の動向

1. オイルメジャーをはじめとした
　 石油産業の動向

(1)石油開発を取り巻く環境変化
　国際的な原油価格は、リーマン・ショックの影響
により2009年前後に一時的な急落を見せたものの、
2004年以降は一貫して上昇基調にありました。し
かし、2014年後半以降、原油価格は大幅な下落に
転じます。理由は様々あげられますが、中国などの
新興国の成長率減速などによる需要の伸び悩み、米
国での大幅なシェールオイル増産、石油輸出国機構
(OPEC)をはじめとする主要産油国の高水準生産な
ど、全世界的な供給過剰感が背景と言われていま
す。当初はすぐに価格が上昇に転じるとの見方も
あったものの、OPECによる減産合意の見送り等も
あり、価格は下落を続け、2016年2月には2003年以
来の安値水準となる26.21ドル/バレル（WTIベース）
まで下落しました。これ以降は、OPEC加盟国を含
む産油国による生産調整の動きが表面化し、2016
年11月には8年ぶりとなるOPEC加盟国による減産

合意、同年12月にはOPEC非加盟国である一部産油
国とも協調減産を行うことで合意されました。その
後、50ドル/バレル台まで上昇した原油価格ですが、
米国におけるシェールオイル生産がなお堅調な動き
を見せていることから、市場は再び慎重姿勢を見せ
ており、2017年3月には3か月ぶりに40ドル/バレル
台に下落しています。今後の原油価格の見通しにつ
いては、依然不透明であるといえます。
　こうした原油価格の低迷は、世界中の石油・天
然ガス開発企業に大きな打撃を与えました。「スー
パーメジャー」と呼ばれる世界を代表する5社

（ExxonMobil、Shell、BP、Chevron、Total）の石油・
天然ガス開発企業においても、2016年の純利益は
2014年比で約76%、投資額は約37%減少しています。
中堅・中小企業においても、既存事業における投資
を維持することができず、保有資産を放出する動き
が見られ、株価を5割以上減少させた企業もありま
す。国家財政の大半を石油収入に依存する産油国へ
の影響はさらに大きく、国内鉱区を外国資本に開放
し、国営石油会社の株式の売却を進める動きなどが
みられます。石油開発産業にとって、今回の原油価
格低迷は、リーマン・ショックを超える大きな環境
の変化に直面した出来事であったといえます。
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【第132-1-17】地域におけるガス事業者、熱供給事業者の取組内容等の例

出典：資源エネルギー庁調べ
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【第133-1-1】原油価格と米国原油生産量の推移・見通し

出典：Baker Hughes、EIAを基に資源エネルギー庁作成

【第133-1-2】世界の地域別石油需要の推移・見通し 機密性○
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出典：IEA「Oil Market Report」を基に資源エネルギー庁作成



第３節　国内外の石油産業の動向

119

第
３
章

【第133-1-3】5大メジャーの財務状況
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(注)⽶国会計基準。投資額は上流部⾨以外を含む。
出典：各社決算情報を基に資源エネルギー庁試算
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(注)米国会計基準。投資額は上流部門以外を含む。
出典：各社決算情報を基に資源エネルギー庁作成

【第133-1-4】原油価格の低迷が各国企業等に与えた影響

(注1)米国会計基準。投資額は上流部門以外を含む。　(注2)2017年3月1日時点で比較。
出典：各社決算情報、報道等を基に資源エネルギー庁作成
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(2)オイルメジャー等の上流開発投資動向の変化
　2000年前後、石油開発産業は今以上の超低油価
時代を経験しました。きっかけは、1997年にタイ
で始まったアジア通貨危機だと言われています。欧
米の為替政策によりアジア各国の通貨価格が急落
し、アジアだけでなく世界経済全体が停滞している
にもかかわらず、1997年11月のOPEC総会での増産
合意により、石油需要の減少と供給過剰から、原油
価格は急落しました。1998年の年間平均は、実質
価格において18ドル/バレル台と、現在の水準の2分
の1から3分の1程度の水準でした。
　また、この時期は、市場環境や事業環境において
も大きな転換点にありました。米国の代表的な株
価指数であるS&P500が1985年から2000年にかけて
7倍強に拡大するなど、株式市場が著しく発達しま
した。成熟産業とみなされていた石油産業は、株主
からより強い圧力に晒され、利益率向上のための経
営合理化を迫られました。上流事業においては、民
間企業が容易にアクセスできる在来型の大油田が成
熟し、プロジェクトの巨額化や天然ガスへのエネル
ギーシフト等が進んだことで、もはや既存のビジネ
スモデルによる企業規模の拡大が難しくなっていま

した。
　こうした背景から、オイルメジャーは2000年
前後に大規模な再編期を迎えることとなります。
1998年8月のBP(イギリス)によるアムコ(アメリカ)
の合併を皮切りに、エクソン(アメリカ)とモービル
(アメリカ)の合併等、2001年まで毎年100億ドル以
上の大型再編が続き、かつてない巨大な企業規模の

「スーパーメジャー」を誕生させました。こうした企
業買収により、オイルメジャーは資金力、技術力、
交渉力等の経営基盤を強化し、変わりゆく環境への
対応と生き残りを図りました。
　2014年以降の低油価は、この2000年前後の超低油
価に並ぶ水準で、世界の石油開発産業に打撃を与え
ています。むしろ、2000年前後の低油価はOPEC加
盟国や非OPEC産油国の取組により比較的速やかに
回復に向かったのに対し、現在の低油価は、2016年
末のOPEC加盟国及び非加盟国による減産合意にも
かかわらず、米国シェールオイルの生産拡大が上値
を抑え、長期化の様相を呈しています。IEAによれば、
世界全体の石油・天然ガス上流開発への投資額は2
年連続で縮小しており、オイルメジャーを含む各国
石油開発産業の財務状況の悪化が窺えます。
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【第133-1-5】スーパーメジャーの変遷

出典：JOGMECレポート
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　こうした低油価時においても、オイルメジャーは
共通して株主への利益還元を重要視しており、株主
配当の継続を約束し、低油価の長期化に備え財務体
力を維持する姿勢を明確にしています。その代わり、
操業コスト(OPEX)、資本支出(CAPEX)の削減を含
む徹底的なコスト削減によって早急に収支の改善を
図るとともに、事業の効率化のため、優良資産・不
良資産の入替を通じた投資の「選択」と「集中」を図る
方針がみてとれます。各社ごとに戦略の差はありま
すが、主としてLNGプロジェクト、大水深油ガス
田開発、経済性が見込める既存事業・既発見未開発
資産の買収や、自社のコアエリアでの資本増強の動
きが目立ちます。
　例えばエクソン・モービル(アメリカ)は、2017年
2月にパプアニューギニアのLNG生産者であるイン
ター・オイル社を買収したほか、既にガスの埋蔵が
確認されているモザンビーク沖合やキプロス海域の
大水深探鉱鉱区の取得も行いました。また、ロイヤ
ル・ダッチ・シェル(イギリス/オランダ)は2016年2
月にイギリスのガスメジャーとも称されるBGを買

収し、オーストラリアのLNG資産や同社のコアエ
リアであるブラジルの大水深油田権益を獲得しまし
た。BPにおいては、2016年12月にUAE(アブダビ)
の陸上鉱区権益や、エジプトのガス田権益など、同
社の既参画エリア周辺のポートフォリオを増強させ
ています。
　こうした選択的・戦略的な資産買収・企業買収と
併せて、オイルメジャー各社は非戦略に分類され
る資産の売却を進める意向を示しています。特に、
BGと合併したロイヤル・ダッチ・シェルにおいて
は、最適なポートフォリオバランスを再構築すべ
く、2016年から2018年の3年間で300億ドル規模の
売却を計画しています。すでにカナダのシェール資
産を72.5億ドルで、米国メキシコ湾資産を4.25億ド
ルで売却するといった発表がされたほか、イラクの
油田権益やノルウェーの上流資産について売却可能
性があるとの報道がなされており、今後他のオイル
メジャーによる資産売却も含めて、相当程度の資産
放出が見込まれます。

時期 買主 対象国 概要

2015年10月 ExxonMobil モザンビーク 同国の大水深探鉱鉱区を取得

2016年10月 ExxonMobil キプロス 同国の大水深探鉱鉱区を取得

2016年12月 BP UAE アブダビADCO鉱区の権益10％を株式交換で取得

2016年12月 BP エジプト EniよりZohrガス田の権益10％ +αを取得

2017年  1月 ExxonMobil 米国 Permianシェール資産を総額66億ドルで取得

2017年  2月 ExxonMobil
Inter Oil

(パプアニューギニア)
既に他社が買収合意済みの案件に対し、2016年7月に対抗的 
買収を提案。同国のガス田権益を取得

時期 対象国 概要

2016年  2月 英国 BG（British Gas）を買収

2016年  7月 米国 メキシコ湾資産を米国のベンチャー企業に売却

2016年10月 カナダ ブリティッシュ・コロンビア州のシェール資産を現地の上流企業に売却

2016年10月 マレーシア サバ沖の油田権益25%を現地の上流企業に売却
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【第133-1-6】欧米オイルメジャーによる優良資産の買収例

【第133-1-7】Shellによるポートフォリオ組み替えの事例

出典：各社公表資料等を基に資源エネルギー庁作成

出典：各社公表資料等を基に資源エネルギー庁作成
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(3) オイルメジャー等の下流投資動向の変化
　欧米やオーストラリアといった先進国地域におい
ては、2000年代に入り、石油製品の需要が減少に
転じました。これを製品別に見ると、例えば欧州に
おいては、ガソリンの需要が減少している一方で、
ディーゼル車の普及により軽油需要が増加の傾向に
あるなど、用途別・製品別に需要動向の違いが生じ
ています。このような石油製品の需要動向の変化に
より、これらの地域においては、従来の精製設備で
は効率的に供給することができなくなるという需給
のミスマッチが顕在化しました。このため、同地域

に多くの製油所を保有していたオイルメジャー等の
企業は対策を講じる必要に迫られました。
　これらの企業は、同地域において石油製品需要が
減少している状況を踏まえ、既存の製油所の選択と
集中を進め、生産性の高い一部製油所のみに投資を
行う一方で、多くの製油所を閉鎖し、供給能力が不
足する分については自社が他地域に保有する製油所
等からの輸入により補う、という対応を行いました。
その結果、イギリスやオーストラリアなどにおいて
は、メジャーによる製油所の売却・閉鎖が相次ぎ、
国内の供給力が需要を下回るようになりました。
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【第133-1-8】世界地域別の石油製品需要の見通し（単位：百万バレル/日）

【第133-1-9】世界の石油製品需要の増減推移と見通し

出典：IEA、World Energy Outlook 2016を基に資源エネルギー庁作成

出典：IEA、World Energy Outlook 2016
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　このように、オイルメジャーでは、需要減少が見
込まれる先進国地域での下流事業、特に石油精製事
業を縮小し、今後の経済成長に伴う需要増加が見込
まれるアジア地域等へ資本の移転を進め、石油製品
のトレーディングを通じて全体の需給バランスを最
適化することにより、収益の最大化を追求する対応
を進めています。
　また、同様に、2007年頃に国内のガソリン需要
が頭打ちになったアメリカ市場においては、いわゆ
るオイルメジャーに属さない石油精製専業企業であ
るバレロなどが、既存の複数の国内製油所を買収
し、その選択と集中を進めるとともに、近隣国等へ
の商圏拡大を図る動きを進めています。バレロは、
2000年代半ばまではオイルメジャー等の既存製油
所の買収を繰り返すことにより事業規模を拡大して
きました。その後、国内ガソリン需要の減少を踏ま
え、自社が保有する製油所のうち不採算なものの売
却や操業停止を進めるなど、製油所の選択と集中
を進める一方で、2011年にシェブロンからイギリ
スPembroke製油所を取得するなど、北米から欧州、
アフリカなどへの事業拡大を進め、大西洋市場全体
での需給最適化に取り組んでいます。
　こうした先進国地域における企業とは別に、これ
まで上流分野での国外投資に積極的であった中国の

国営石油企業においても、下流分野での国外進出、
とりわけ、今後成長が見込まれるミャンマー、カン
ボジア、シンガポールなどアジア地域における製油
所の取得等の投資が進められています。また、シノ
ペックがサウジアラビア等においてサウジアラムコ
との合弁による製油所を新設し、ペトロチャイナが
イギリスやフランスなどにおいて製油所を取得する
など、アジア地域以外への進出の動きも見られます。
こうした動きを通じて、世界規模で最適な石油供給
ネットワークを構築しようとする取組が進められて
います。

(4)国営石油企業の改革
　原油価格低迷の影響を受けているのは、中東をは
じめとする産油国の国営石油企業においてももちろ
ん例外ではありません。国家の財政収入の大半を石
油収入に依存している産油国においては、原油・天
然ガス価格の下落は国家財政を直撃しており、国民
に対して補助金の撤廃や国内投資の削減等の緊縮策
を打ち出しています。また、こういった政策に加え、
石油産業からの収入確保に向け、国営石油企業の 
改革、政府保有株の放出、外国石油企業に対する新
規ライセンス付与等の施策が表明されているところ
です。
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【第133-1-10】サウジアラビア・ロシアの外貨準備高と原油価格の推移
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　象徴的であるのが、サウジアラビアの社会・経済
改革策「ビジョン2030」であり、その具体策の一つ
が、世界最大規模を誇るサウジアラビアの国営石油
会社サウジ・アラムコの株式上場計画です。2016
年5月に、全体あるいは一部を切り出して子会社化
し2018年頃を目途に上場すると発表しました。サ
ウジ・アラムコはこれまで国内資源を一元的に操業
管理し、外国石油企業との共同事業化を行っておら
ず、石油・天然ガスの可採埋蔵量・生産量、石油精
製量・精製能力・輸出量・販売量等は一部部分的に
開示されているものの、具体的な投資規模や財務諸
表等については一切公開されていません。具体的な
上場方法については明らかにされていませんが、こ
の上場により、外部投資家からの資金調達にとどま
らず、一企業としての投資戦略の明確化や事業運営
の効率化、さらには、国外の上流事業に進出する可
能性等があります。
　また、ロシアにおいては、政府が国営企業の民営
化プログラムを策定しており、国営石油企業におい
ても政府保有株式が放出されています。2016年12
月、国営石油企業であるロスネフチの政府保有株式
19.5%が、スイスのトレーディング会社のグレンコ
アとカタール投資庁に売却された取引は、2016年
最大の取引となりました。また、ロスネフチは、イ
ンドやインドネシアの国営石油企業に対して油田権
益の一部売却を行うなど、積極的に外国資金の獲得
を進めていると言えます。
　この他、ブラジルの国営石油企業・ペトロブラス
は、1999年からすでに外国企業に対し鉱区の開放
を行い、大油田の開発を順次進めていたところです
が、2014年に汚職問題と油価低迷が重なり、投資
計画の抜本的な変更に追い込まれています。また、
ペトロブラスは2016年には国内のエネルギー関連
企業の株式売却や、小規模油ガス田の売却に着手し
ており、今後も上流資産の売却が見込まれています。

2. 我が国石油関連市場の
　 環境変化と産業の動向

(1)環境変化概説（国内需要の減少）
　我が国においては、戦後の高度経済成長に合わせ
て石炭から石油へとエネルギー転換が進展し、石油
の需要は増加していきました。我が国の石油製品需
要は、２度にわたる石油危機の後、1980年代には
産業用燃料・原料である重油とナフサを中心に減少
したものの、その他の油種は1990年代まで増加を続

けてきました。しかし、2000年代に入り、石油製品
需要は全体として減少傾向に転じいます。IEAによ
れば、我が国の石油製品需要は、2000年の5.1百万
バレル/日から2015年には3.9百万バレル/日まで減
少し、今後2030年までには、さらに2.6百万バレル/
日まで減少することが見込まれています。こうした
変化の構造的要因としては、主に、①脱石油シフト
を目指した産業、民生用の燃料転換の進展、②少子
高齢化や人口減少という社会構造の変化、③CO2排
出量の少ないエネルギーへの転換や自動車の燃費改
善、エネルギー消費効率向上による石油消費量の削
減等が挙げられます。

　一方で、中国や東南アジア等のアジア地域にお
いては、将来の経済発展に伴い需要が増加してい
くことが見込まれています。IEAによれば、中国の
国内需要は2015年の11百万バレル/日から2030年に
は14.3万バレル/日、東南アジア諸国全体の需要は
2015年の4.8百万バレル/日から2030年には６百万バ
レル/日に、それぞれ増加していく見通しです。こ
れらの地域では、石油需要の増加を見据え製油所の
新設等が計画されており、供給力が拡大していくこ
とが予想されます。
　また、これらの国々では、今後、環境規制の強化
が進むことが予想されます。特に、中国において
は、既に2017年からガソリンや軽油の硫黄分規制
が10ppm以下と、先進国並の規制が導入されており
ます。こうした動きにより、将来的には、先進国と
途上国の石油製品の品質差が縮小し、石油製品の国
際取引がさらに活発化する可能性があります。
　こうした状況に鑑みれば、我が国の石油製品市場
も、輸出・輸入の両面でアジア地域内の石油製品の
流通の影響を受けることは避けられない状況です。

【第133-2-1】国内石油製品需要の動向（単位：百万
バレル/日）

出典：IEA,World Energy Outlook2016
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(2)国内石油産業の動向(石油・天然ガス上流開発の体制)
　我が国の石油・天然ガス上流開発の体制は、
2001年の「特殊法人等整理合理化計画」を受けた石
油公団の廃止と石油天然ガス・金属鉱物資源機構

（JOGMEC）の設立によって大きく転換しました。
1967年に設立された石油公団は、自主開発を推進
するため、国内企業に対する資金面、技術面での支
援を行い、石油・天然ガスの安定的な供給に一定の
貢献を果たしてきたものの、5,000億円を超える多
額の欠損金を計上し、解散を余儀なくされました。

その理由の一つとして挙げられるのが、政府、石油
公団、石油・天然ガス開発企業のそれぞれが、主体
性に欠け、責任の所在が必ずしも明確でなかった点
です。政府及び石油公団は、量的確保を最大の目標
に掲げるあまり、資金面や企業による事業の進め方
に関する効率性という視点を欠いていました。また、
開発企業は、政策案件への協力との名目の下、事業
資金の多くを公的制度に依存するなど、事業遂行に
おける主体性を欠いていました。この結果、我が国
では、自らが様々な権益を保有して自立した経営を
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【第133-2-2】世界の地域別の石油製品取引量（単位：百万バレル/日）

【第133-2-3】アジアにおけるガソリンの硫黄分規制

出典：Nexant資料（2014）

出典：Nexant資料（2014）
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行う資源開発企業ではなく、油ガス田ごとにその事
業のみを行う小規模のプロジェクト企業が乱立し、
国際競争力を有する自立的な企業体が育ちにくい環
境にあったといえます。
　 こ れ ら の 反 省 を 踏 ま え、2004年 に 設 立 し た
JOGMECによるリスクマネー供給支援においては、

「民間主導の原則」の下、融資は行わず出資に限った
上で、支援割合については5割を上限とすることと
されました。また、新たな石油・天然ガス開発体制
の中心として、欧米のオイルメジャーに伍する「中
核的企業」を形成することが必要であるとされまし
た。石油公団の解散に当たり、中核的企業として位
置づけられた国際石油開発は、石油公団が保有する
UAE(アブダビ)等の優良資産等を承継し、その規模
の拡大を図ったほか、2006年には帝国石油を子会
社化して国際石油開発帝石ホールディングスを設
立、2008年には帝国石油を吸収合併し、現在の国
際石油開発帝石（INPEX）が設立されました。
　このように、2000年前後の欧米オイルメジャー
の大規模な企業合併・買収から少し遅れる形で、我
が国でも中核的企業の形成という目的の下、一定の
企業規模の拡大を図ってきました。しかしながら、
我が国では未だに中核的企業と呼びうる企業は現れ
ていません。国際的に活躍する世界の石油・天然ガ
ス開発企業の生産規模は、概ね日量100万バレルを
超えていますが、我が国においては、最も生産規模

の大きい石油・天然ガス開発企業である国際石油開
発帝石においても、2015年度の生産量は日量51.4万
バレルに留まっています。欧米のオイルメジャーに
伍する中核的企業となるためには、まずはメジャー
級といえる生産規模の拡大が不可欠です。
　2014年以降の原油価格の低迷は、世界の石油・天
然ガス開発企業の経営に甚大な影響を与えました。
一方で、欧米のオイルメジャーにとっては自社の経
営戦略の見直しの契機となり、将来の開発事業に向
けたポートフォリオの再構築という観点から、資金
不足の産油国や中堅・中小企業が放出する保有資産
を対象として、企業買収・資産買収の動きを加速化
させています。我が国の石油・天然ガス開発企業に
とっても、企業買収・資産買収等を通じて、企業規
模を拡大させる絶好の機会であるともいえます。
　我が国では、2016年11月、独立行政法人石油天
然ガス・金属鉱物資源機構法(JOGMEC法)を改正
し、企業買収・資本提携を行う我が国の石油・天然
ガス開発企業に対しても出資等による支援を行える
ように制度を拡充させました。新たに拡充した支援
制度を活用し、我が国企業においても、欧米オイル
メジャーと同様に、戦略的かつ効率的なポートフォ
リオを構築すべく、企業買収・資産買収等の取組を
加速化させ、石油公団解散以降の目標である、中核
的企業の形成に、官民で連携して本格的に取り組ん
でいくべきであると考えられます。
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【第133-2-4】日本の石油・天然ガス開発企業の変遷

出典：各種資料を基に資源エネルギー庁作成
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(3）国内石油精製事業の今後の見通し
　我が国の石油精製・元売企業は、1990年代に石
油業法の廃止等の規制緩和が進められ、国内市場の
自由化が進展したことに伴い、国内市場における激
しい価格競争に直面してきました。さらに、2000
年代に入ってからは、国内の石油製品需要の減少が
進むなど厳しい経営環境が続いています。こうした
状況を乗り越えるため、国内の石油精製・元売企業
では、製油所の統廃合や物流の合理化など、既存事
業の選択と集中による事業再編が進められてきまし
た。2015年には、出光興産・昭和シェル石油、JX
グループ・東燃ゼネラル石油が相次いで経営統合を
発表し、2017年４月には、JXグループと東燃ゼネ
ラル石油の統合会社であるJXTGグループが誕生す
るなど、企業統合も含めた国内需給最適化の取組が
進められています。
　今後も国内需要がさらに減少することや、国際市
場における石油製品取引の活発化等により、石油産
業間の国際競争が激化することが見込まれる中で、
国内の石油精製・元売企業が将来にわたりエネル
ギー安定供給の担い手としての役割を果たしていく
ためには、持続的な成長を志向し、安定的な経営基

盤を確保していくことが必要です。とりわけ、これ
らの企業は、国内の石油製品市場に売上や利益の大
半を依存しているため、縮小する国内市場における
過当競争状態からの脱却、拡大する市場へのポート
フォリオの変更を進めていく必要があります。
　このため、国内の石油精製・元売企業では、事業
再編による既存事業の合理化や石油化学との連携等
を通じた国内製油所の国際競争力強化といった取組
の他、国外市場や他のエネルギーへの事業展開と
いった取組が進められています。
　国内石油精製・元売企業による国外への進出の代
表例としては、出光興産がベトナムにおいて、三井
化学株式会社やクウェート国際石油、現地の国営石
油会社であるペトロベトナムと共同で製油所建設
が進められています。同製油所では2017年中にも、
商用運転が開始される予定です。また、精製事業以
外でも、JXエネルギーやコスモ石油が韓国におい
て現地企業と連携した石油化学事業を、東燃ゼネラ
ル石油が豪州において石油製品ターミナルを取得・
運営し石油製品の卸売事業を、それぞれ進めている
など、各社において成長する国外市場に商圏を拡大
する取組が進められています。
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【第133-2-5】石油業界俯瞰図

出典：石油連盟作成
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　先述のとおり、オイルメジャーや中国などの国外
企業においても、アジア市場への積極的な進出がな
されている中、国内の石油精製・元売企業がその競
争に参加していくためには、国内の企業再編による
統合効果が見込まれる数年の間に、市場獲得に向け
た取組を加速化することが期待されます。

まとめ
　これまで紹介してきた事例からもわかるように、
自由化や環境適合への要請などの制度的な変化に先
行して直面した欧米の企業は、こうした変化に対し
て、日進月歩で進化する技術を迅速に取り込みなが
ら、海外展開や異分野への進出、新サービスの創出
など、各社の戦略にあわせて、大きく事業の姿を変
えてきています。
　我が国に今後生じるであろう変化は、過去に欧米
で起きたものと同じものであるとは限りませんが、
どんな変化であったとしても、その変化に対して、
できるだけ的確に、そして迅速に、事業の形を変え
ていくことが必要になっていくと考えられます。政
府としての取組は、第1部第２章や第３部において
御紹介しているとおりですが、我が国のエネルギー
事業者が、世界規模での事業環境の変化の中にあっ
ても、高い競争力を維持・強化させながら、我が国
のエネルギーの3E＋Sが実現できるよう、官民が一
体となった取組が求められると考えています。
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　太陽光発電システムや蓄電池のコスト低減と、その普及の進展が好循環を生み出し、再生可能エネルギー
の導入・普及が世界的に加速しています。その結果、太陽光発電システムの普及に対するインセンティブを
見直したり、取りやめたりする地域が出てきたりしている一方、こうした再生可能エネルギーのさらなる普
及を実現するための政策や需要家のニーズの高まりを受けて、新しいエネルギーシステムへの転換を推し進
める動きがあります。
　新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「NEDO」という。）では、国際エネルギー消費効率化等技術・
システム実証事業の一環として、2009年より、スマートコミュニティに関する実証事業を海外で行うこと
を通じ、こうした海外の動きに触れ、日本の技術やシステムで、その課題に挑む取組を進めて来ました。こ
こでは、その中でも、積極的な再生可能エネルギーの導入が進む米国ハワイ州マウイ島で取り組むプロジェ
クトについて紹介します。

1. マウイ島のエネルギー事情と課題

　マウイ島を含むハワイ州では、エネルギー源の多くを化石燃料に依存し、エネルギーコストが高く、米本
土と比べ約2.5倍程高い電気料金を住民が負担してきました。そのため、ハワイ州では、2045年までに電
力需要の100%を再生可能エネルギーで賄う目標を掲げて、ハワイ州の抱えるエネルギー問題に取り組んで
います。マウイ島では、ピーク需要が約19万ｋWに対して、 既に風力発電7万2千ｋW、太陽光発電 約9万
3千ｋWが稼働し、2016年12月時点で発電量に占める割合は約36.9%に達しています。
　化石燃料からの脱却やエネルギーコスト低減に向けた取り組みを行う一方で、再生可能エネルギー大量導
入に伴い、2015年後期頃から再生可能エネルギーの出力抑制が日常的に行われるとともに、島全体の電力
系統の安定化（周波数維持）や、配電網の安定化（電圧維持、系統設備の保護）などが課題となっています。と
りわけ、太陽光発電の影響は大きく、昼間の電力システム側の供給量がへこみ、朝夕の急速な変化が大きく
なり、世界各国でその対策が検討され始めているダックカーブ問題が既に発生しています。

　NEDOによるハワイ州マウイ島での 
　系統電力安定化のためのデマンドサイドマネジメントの実証



マウイ島におけるダックカーブ問題

従来の実質電力需要

近年の実質電力需要

出典：マウイ電力 資料より引用

2008/10/25(土)
2008/10/26(日)
2011/10/22(土)
2011/10/23(日)
2013/3/17(日)

供給過剰リスク供給過剰リスク供給過剰リスク供給過剰リスク

マウイ島におけるダックカーブ問題（注）

（注）夕方４時ごろから7時頃にかけて、電力需要は増加するが、太陽光発電の発電量は減少するため、火力の出力の急激な増加が必
要となる。この需要曲線がアヒルの背中の形状に似ていることから、ダックカーブと呼ばれている。 出典：マウイ電力
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2. プロジェクトの概要

　上記のような課題解決に対し、日本の技術・システムにより貢献するため、NEDOは、ハワイ州及びマ
ウイ郡との協定の下、現地の電力会社や大学などと協力し、日立製作所、みずほ銀行、サイバーディフェン
ス研究所を実施者として選定の上で、JUMPSmartmauiプロジェクトと称して、2011年11月から2017
年2月までプロジェクトを実施しました。マウイ島では、従来の内燃機関の自動車に比べて、走行に必要な
経費が少なくて済む電気自動車（以下「EVという。」）の普及が進んでいます（EV：約800台、シェア約0.5%
／ 2017年2月時点）。そこで、EVの蓄電機能を活用し、ディマンドレスポンス（以下「DR」という。）やヴァー
チャルパワープラント（以下「VPP」という。）を始めとする、再生可能エネルギーの大量導入に伴う電力シス
テムの安定化に貢献する取組を行うことにしました。

　プロジェクトには、200世帯以上のEV利用者が参加し、各家庭にはEV充電器を設置しています。ま
た、キヘイ地区の一部の家庭には、EV充電器および給湯器を遠隔遮断することができる機器（Home 
Gateway）、太陽光発電の出力を制御する機器（SmartPCS）、家庭用蓄電池も設置しています。
　電力系統側には、これら需要家の機器を低圧変圧器単位で制御できる機器（μDMS）や系統蓄電池等の設
備を設置しています。これらのフィールド機器はそれ自体が自律制御運転を行うことができます。さらにこ
れらフィールド機器を統合的に制御する装置として、電力会社のコントロール室に統合DMS（Integrated 
Distribution Management System）を設置し、電力会社が運転する全島レベルでの電力需給バランスを
制御するエネルギーマネジメントシステムと連携して運転しています。
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JUMPSmartmauiプロジェクトの全体像

出典：NEDO
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　EV利用者の協力を得て、当プロジェクトのシステムを用いて、EV充電開始時刻を遠隔で集中制御を行い、
EV充電の時間帯を、電力ピーク時間帯と重なる夜7～8時頃から、夜10～11時頃にシフトすることが出来ま
した。夜間を中心に行われている風力発電の出力抑制を将来的に減らすことができると期待されています。

(2)島全体の系統安定化（周波数維持）

　キヘイ地区の一部世帯の協力を得て、宅内に設置したHome Gatewayを用いて電力消費の大きい各家
庭内のEV充電器、給湯器の負荷については、一時的に電力供給を遮断しても支障がないため、一時的な直
接負荷制御（Direct Load Control）を行う実験を実施しました。島全体の系統が予測に反して不安定になっ
た場合に、できるだけ需要家の生活の利便性を損うことなく、DRの一環としてこの仕組みを発動すること
により、その安定化に貢献できる可能性を確認できました。

(3)配電系統の安定化（電圧維持、系統設備の保護）

　キヘイ地区の一部世帯の協力を得て、各家庭内に設置したSmartPCSを電力会社のコントロール室から
制御し、逆潮流が引き起こす配電線の電圧上昇を回避できることを確認しました。また、低圧変圧器に設置
したμDMSとSmartPCSを連携させ、系統設備の過負荷時に、SmartPCSに出力抑制指令を行って系統
設備の保護を図る仕組みの可能性を確認できました。

(4)ダックカーブ問題の改善（昼間需要の創出とピークカット）

　一部のEV利用者には、充放電対応のEV充電器を設置し、VPP(Virtual Power Plant)システムを構築、
職場などで昼間太陽光発電の発電量が多い時にEV充電し、帰宅後の電力ピーク時にはEVから放電する実験
を行い、将来的に島全体のダックカーブ問題の解決に貢献する可能性を確認できました。
　下図に示すように、電力ピーク前後の夜6～9時頃は、赤線で示されている実証前（2016年9月平均の手
動による充電）と比べて、濃い青棒で示されている実証後のEVの充電（2016年10月～ 2017年1月平均の
システム制御による充電）が抑制され、さらにオレンジ色で示されているようにEVからの放電（2016年～
2017年1月平均のシステム制御による放電）が行われています。これにより、夕方に急激な電力需要が立
ち上がるダックカーブ問題の緩和に貢献できることを示しています。

3．主な成果
　(1)再生可能エネルギーの最大限の利用

2

ＥＶ充電時間開始自国の制御結果

Jul. 2014 Jul. 2014 Jul. 2014 Jul. 2014 : EVECCによる充電開始時間制御の実施前

Jan. 2015Jan. 2015Jan. 2015Jan. 2015 : EVECCによる充電開始時間制御の実施後

a)a)a)a)

bbbb))))

a) 普通充電器が充電開始されるピーク時刻は午後7～8時で、一般の需要とピークが重なっていた(職場等、外出先からの帰宅後にプラ
グを接続して充電開始するユーザが多い)。
b) EVECC(EV Energy Control Center)の制御によって、プラグが接続されてから充電が開始されるまでの時間を、夜10～11時頃にシフト
(深夜時間は、風力発電量が増加するため、風力発電の余剰電力を吸収することに寄与)することが可能となった。

a)普通充電器が充電開始されるピーク時刻は午後7～8時で、一般の需要とピークが重なっていた(職場等、外出先からの帰宅後にプ
ラグを接続して充電開始するユーザが多い)。

b)EVECC(EV Energy Control Center)の制御によって、プラグが接続されてから充電が開始されるまでの時間を、夜10～11時頃
にシフト(深夜時間は、風力発電量が増加するため、風力発電の余剰電力を吸収することに寄与)することが可能となった。

EV充電開始時刻の制御結果

出典：NEDO



第１部　エネルギーを巡る状況と主な対策

132

　また、この実験では、充放電対応のEV充電器を主に住宅地に設置したため、風力発電の余剰が生じてい
る深夜12～６時頃に、充電時間帯をシフトする制御を行い、この時間帯に出力抑制が行われている風力発
電を有効に活用できる可能性を確認（赤線と濃い青棒の差分）していますが、今後、EV利用者が日中EVを駐
車する職場などにEV充電器の設置が進めば、太陽光発電の発電量が多い時にEV充電の時間帯をシフトする
ことも可能です。

　こうしたコミュニティレベルでの意識高揚の重要性
と並んで重要なのが、需要家の選択肢の幅を広げるこ
とです。JUMPSmartmauiプロジェクトに限らず、
太陽光発電システム、家庭用蓄電システム、EVなど
のシステムの統合化の動きが活発化しています。しか
しながら、それぞれの製品寿命が異なる一方で、相互
の動作保証は製造事業者間で確認されたものに限られ
るのが現状です。今後は、需要家が、こうした個々の
機器を少ない制約のもとで選択できるようになること
に加え、DRやVPP事業者を選択する際の選択肢の幅
を広げるためにも、こうした分散エネルギー資源の統
合化に寄与する標準などのプラットフォーム整備が重
要になってくると考えられています。

3. 今後の展望

　風力発電や太陽光発電のような、天候に左右されやすい再生可能エネルギーの割合を増やすと、その調
整のために火力発電の効率が落ちたり、増設する必要が発生して、かえって化石燃料の使用量が増えたり
する事例報告がありますが、ハワイ州では、調整力としてのDRを現地電力会社が既に調達しているなど、
先駆的な取り組みを始めています。しかしながら、その多くは、大口需要家の協力に依るものです。今後、
さらに再生可能エネルギーの割合を増やしていくためには、小口需要家の協力も必要になると考えており、
JUMPSmartmauiプロジェクトは、その実現可能性を示すことが出来ました。
　JUMPSmartmauiプロジェクトでは、小口需要家の協力を得るために、現地の関係機関の多大な努力が
ありました。マウイ郡長自ら、JUMPSmartmauiプロジェクトの意義、重要性を市民に周知するとともに、
学校教育の現場でも、理解促進が図られ、その結果として、ＥＶを利用して、プログラムに参加することが、
島の営み全体に良い貢献ができるという意識が根付きました。
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EVを活用したダックカーブ問題への対策（EV80台による充電/放電実績）
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EVを活用したダックカーブ問題への対策（EV80台による充電/放電実績）

出典：NEDO

JUMP Smart mauiプロジェクトを学ぶ子供たち

出典：NEDO
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